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第1章

第1章 序論

1.1 き裂解析の現状と本研究の主題

き裂を含む弾性体に外力が作用するとき裂先端に応力集中が発生し､き裂の進展

と破壊に結びつく｡この応力集中をはじめに力学問題として取り上げ､ガラスなど

の脆性材料に対する脆性破壊理論を発表したのがGriffithl)である｡それ以降この

力学問題は破壊力学という一分野に発展し､現在まで数多くの研究が発表されてい

る｡ Griffithによって発表された脆性破壊理論は､ Irwin2)などによって延性材料で

ある金属材料にも適用できるように修正され､線形弾性破壊力学(Linear elastic

fracture
mechanics)として大きく発展してきた3)｡近年においてはさらに様々な

材料やき裂の現象について多岐にわたる研究がなされている｡土木工学の分野にお

いても､コンクリート､岩石､セラミックや複合材料なども破壊力学の対象となっ

ている｡本節では一様弾性体中のき裂の解析的研究に的を絞って簡単に従来の研究

の動向を述べる｡

破壊力学の研究内容を大別すると､ 2つの分野から成り立っている｡一つはき裂

を含む材料に外力が作用した時に発生する応力やひずみ分布を求める連続体力学で

あり､もう一つはき裂を含む材料が与えられた条件下で破壊するかしないかという

破壊基準(クライテリオン)に関するものである4)｡

連続体力学は､ 1920年にGriffithl)が発表した楕円き裂モデルの長軸端に生じる

応力集中に基づく脆性破壊理論の提案にその端緒が開かれた｡これは外力により蓄

えられるひずみエネルギーとき裂表面のひずみエネルギーの関係を論じたものであ

る｡それ以降多くの研究が行われたが､直線状き裂の先端における応力集中の解析

解を与えたのが恥stergaard5)である｡ Westergaardは1939年に､直線状き裂を有

する無限板に無限遠方においてき裂に直角に一様引張応力を作用させたときの応力

関数を発表したが､この応力関数がその後の破壊基準の研究を含めた破壊力学の解

析的な研究の基礎となっている｡

Westergaardの応力関数の特徴でありかつ問題点は､き裂先端で応力が無限大に

発散することである｡このことは､非常に小さい荷重が作用してもき裂先端は常に

応力が無限大となるため､部材は破壊されなければならないことになり実際の現象

を表現し得ていないと言える｡実際には､き裂先端での応力が破壊強度を超えると,

破壊が起こりき裂が進展することになるわけで､その破壊に直接関係する有限な応

力と材料の破壊強度が工学的には重要な問題といえる｡その後の研究において､金

属では転位の集積に起因した塑性域が､コンクリート､岩石､セラミックスなどで

はマイクロクラックの発生･成長･合体に起因した破壊進行領域(fractureprocess

zone､以下プロセスゾーンと呼ぶ)がき裂先端前方に形成されるため､塑性域を無

視した線形破壊力学では破壊挙動に合理的な表現を与えることが出来ないことがわ

かった｡特に非均質な物性を持つコンクリートや岩石などでは､破壊時のき裂先端

1



第1章

における塑性域が大きいため､均質な金属材料とは異なりその影響は大きいことが

確認されている｡その後の連続体力学の主要な研究の一つに､この塑性域の変位と

応力状態を表現する非線形破壊力学として破壊挙動をいかに現実に則したものとし

て表現し得るかという課題があげられる｡後述する中川等の研究もこの課題に対す

る研究であり､本研究もその延長線上に位置づけられるものである｡

1.1.1 非線形破壊力学の従来の研究

き裂先端の塑性領域での変位･応力分布を表現する試みは､大別して以下の3通

りに分類できるが､実際の研究では組み合わせて活用されることが多い｡

(1)応力形状を指定して応力関数を導く方法

(2)実験値による数値モデル化と逆解析

(′3)有限要素法や境界要素法などによる近似数値解析

き裂先端で応力が無限大となるWestergaardの解に対して､ Barenblatt6)はき裂

先端の微少な領域に対して､結合応力としての原子･分子間結合力を仮定したo 脆

性破壊材料に対するGriffith理論が結合力モデル(Barenblattモデル)でも成立

することを示すことにより､ ′J､規模降伏条件下での線形弾性破壊力学の適用が可能

なことの理論的根拠を与えた｡しかしながら､ Barenblattは具体的な応力関数を示

したものではない｡ Dugdale7)はき裂先端の非線型領域としての弾塑性領域を仮定し､

その領域での応力が一定の降伏応力と等しくなるモデル(Dugdaleモデル)を提案

し､その完全弾性解を示した｡その領域では､応力と開口変位が共存する解であり､

コンクリートの分野でのき裂先端開口変位(cracktipopeningdisplacement, CTOD)

概念8)の基礎を与えた｡両者を合わせDugdale- Barenblattモデルと呼ばれ､その

後の研究の基礎概念として広く引用されている｡

中川･段9)は､ Westergaardの解に適当な重み関数を乗じて積分する重み積分法

を破壊進行領域である弾塑性領域に適用し､完全弾性解でありながら Barenblatt

モデルのような滑らかな応力分布と CTOD が共存可能な応力関数を導き提案してい

る｡また1.1.4項で説明するように同様の手法を用いて､様々な境界条件におけ

る解を導き報告している｡

次に土木工学での主要な材料の一つであるコンクリートの分野での非線形破壊力

学の適用に関する研究を概括する｡コンクリートは脆性材料であるという先入観か

ら､初期には線形破壊力学の適用が可能と考えられ､ 1961年にKaplanlO)がはじめて

実験によるコンクリートの破壊靭性値を報告した｡その後線形破壊力学を適用する

試みが数多くなされた｡しかしながら､コンクリートの場合ではき裂先端の破壊進

行領域の存在が無視できないものであり､従来の線形破壊力学をそのまま適用する

ことには不都合があることが明らかになった｡ Hillerborgll)12)13)はき裂先端のプロ

セスゾーンを､応力と開口変位の関係(引張軟化則)で構成した仮想ひびわれモデ

ル(fictitouscrackmodel)を提案し有限要素法に活用した｡また引張軟化曲線下

2
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の面積を､破壊エネルギーとして提案した｡その後今日まで､Bazant, Cedolin14)15)16)

により提案されたひびわれ帯モデル(crack band model)をはじめとして多数の数

値解析用のモデルが提案されている｡またBazant,Oh17)はコンクリートの破壊シミ

ュレーション解析を行うことを目的に､引張軟化特性を導入する手法を提案し良好

な研究成果を報告している｡ Wium18)はハイプリット方式という数値解析法を活用し

て､Barenblattモデルのようにき裂先端より応力が滑らかに立ち上がる応力分布を

導いている｡また､ Cho19)､ visalvanich20)はファイバーコンクリートの実験結果か

らも同様な応力分布を報告している｡これらはいずれもプロセスゾーンに引張軟化

曲線を活用した有限要素法による解析結果と比較され､有限要素法の有効性を示し

ている｡

このようにコンクリートの非線形破壊力学の適用においては､プロセスゾーンに

引張軟化特性を構成する応力と変位の関係を導入することにより､Barenblattモデ

ルのような応力分布を呈する実際の破壊時の応力状態を再現する試みが主流となっ

ている｡数値解析用の引張軟化曲線は､直線とするもの21)22)､ 2直線とするもの23)24)､

多曲線および曲線とするもの25)等種々の形状が提案されている｡しかし､破壊エネ

ルギーの値が同じであっても引張軟化曲線の形状の相違により､有限要素法(FEW)

や境界要素法(BEM)で求められる荷重-変位曲線の挙動は大きく異なることが報告

されている23)26)27)｡従って荷重一変位曲線と引張軟化曲線との関係がまだ明確化さ

れていないと考えられる｡プロセスゾーンの発生機構,その力学特性や大きさ､引

張軟化曲線との対応など､現在鋭意研究が進められている課題である｡

1.1.2 破壊基準(破壊のパラメーター)

Irwin2)は､ Westergaardの応力関数5)に基づいて､き裂先端で無限大に発散する

応力分布を無次元化するスケールファクターである応力拡大係数 K (stress

intensity factor)を提案した｡ K値は線形弾性解析および体積力法､選点法､ FEM､

BEMなどの数値解析法により､多くの研究者により様々なケース28)29)について求め

られており､脆性材料や金属材料の破壊のクライテリオンとして､線形破壊力学の

最も重要なパラメーターとして活用されている｡しかしながら､ K値の基本式は､

き裂長さの平方根とき裂発生前のき裂位置での平均応力値の積に部材の形状と外力

の載荷形式によって決まる補正係数を乗じた式で表わされ,母材の物理的性質や材

料特性を評価したものではない｡また,あくまでもき裂先端における特異性を容認

しているため､塑性域が無視できないような破壊の非線形挙動を評価することは出

来ない｡このため､脆性材料などに見られる非線形領域が微少の小規模降伏状態に

限って適用が可能となる｡

別の破壊力学パラメーターとして､ Rice30)により提案された破壊過程におけるエ

ネルギー平衡論に基づくJ積分がある｡ Jはき裂を単位面積進展させるのに必要な

エネルギーとしての物理的な意味を持ち､非線型弾性体におけるき裂先端近傍の応

力･ひずみ度の特異性の強さを表わすパラメーターとなる｡ _
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またWellsやcottre18)により提案されたき裂先端開口変位(CTOD)も､破壊基

準の一つと言える｡ CTODの概念は､き裂先端の塑性鈍化による開口変位が材料に固

有の限界値に達したときに､き裂が進展するという条件を与えるものである｡

1.1.3 面外聞現における従来の研究

上記までの記述はき裂問題全般についての記述であるが､本研究では面外聞題に

ついても取り扱うため､面外聞題における従来の研究を概括する｡

き裂を有する薄板の面外力問題に関する研究は､その多くが古典曲げ理論に基づ

き応力拡大係数を求めたものである｡ Reissner31)は｢き裂を持つ板の面外力問題の

特異点は3/2乗のオーダーであるから､ 1/2乗のオーダーの特異性しか持たない面

内力問題に比較して､き裂線上の連続条件(境界条件)を重調和関数で満足させる

ことは非常に厳しいものである｣と論証している｡しかし､ Erdogan32)33)34)あるいは

Rice35)等によりいくつかの解が報告されているが､いずれも応力拡大係数に関する

ものである｡また西谷等36)は､数値解析法の一種である体積力法を用いて､長谷部

等37)38)は有利写像関数と複素応力関数を用いて､いくつかの問題に対する応力拡大

係数を求めている｡

古典曲げ理論では､ Y軸に垂直な面の境界条件に対して近似式を用いており､板

厚が他の寸法と比較し十分小さい場合に限って用いることができる｡これに対して

Reissner31)は､やはり近似理論ではあるが板厚を考慮に入れたより厳密な解として､

3境界条件であるM,,Mサ,Q,を独立に指定できる解析法を提案し､長方形板のねじ

り問題および円孔を有する無限板の曲げモーメントとねじりが作用する問題に適用

している｡ Reissnerの理論を適用した解として､ Wang39)40)､Hartranft41)等による1

個のき裂を持つ無限板の面外曲げ問題､ Erdogan､Bouduroglu34)42)による2個のき裂

を持つ帯板と半無限板の外側き裂の面外曲げ問題､Wang43)､Delale44)等によるねじり

と面外せん断の問題､玉手による1個45)､ 2個46)､無限周期き裂群47)ならびに帯板

48)に対する研究などがある｡これらはいずれも応力拡大係数を求めたものであり､

形状パラメーターや板厚の影響などを検討しているが､古典曲げ理論で求められた

結果との比較という点では明確にされていない｡

1.1.4 本研究の基礎となる研究の概要と本研究の主題

本研究は､線形の解に基づいて1. 1. 1項で述べた非線形破壊力学の問題を近似

的に表現するものであり､応力形状を指定して応力関数を導く手法を基本とするも

のである｡指定する応力分布は､コンクリートに対する実験から報告19)20)されてい

る結合力モデル(Barenblattモデル)の概念によるものであり､課題とする問題の

境界条件を満足しつつ､プロセスゾーンにおいて滑らかな応力分布と開口変位を与

える応力関数を求めることを目的とするものである｡

恥stergaardの解におけるき裂先端での応力の特異性を解消するため､中川･段

等9)は適当な重み関数を乗じてプロセスゾーン区間において積分する重み積分法を
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考案し,有限で滑らかな応力分布とCTODが共存可能な応力関数を導いている｡中川

等は､この重み積分法を用いてき裂を有する薄板に対して一連の研究を報告してい

る｡本研究の主題と位置づけを明確化するために､以下にその内容を簡単に述べる｡

最も基本となる一様弾性体無限板内の1個の中心き裂に対する平滑化された応力

関数が､ 1986年に段･児島･中川9)により発表されている｡この関数は√関数を基

礎関数として､長方形､ 1次式､ 2次式による重み積分が示されている｡その後Log

関数を主体とした特異関数による解4g)および指数関数による解50)も導かれている｡

これらはすべて無限遠方において一様な引張､せん断､曲げ､ねじり等の面内外力

が作用した時の解である｡また一様弾性体中のき裂の解としては､指数関数による

半無限板外側き裂の無限遠方外力作用時の一般解51)および√関数を用いた外側き

裂の強制開口外力作用時の解52)と固定辺近傍のき裂に一様引張外力が作用する時

の解53)が導かれている｡これらの解析関数は､コンクリート梁の荷重変位曲線のシ

ミュレーション54)､コンクリートの引張軟化曲線に対するシミュレーション55)､プ

ロセスゾーン長さの逆推定54)56)､岩盤破砕工法の1つであるくさび貫入工法の設計

法-の適用52)および誘発目地の設計法-の適用53)などに応用され報告されている｡

上記の応用問題として､半無限直交異方性板中の自由辺に平行なき裂の近似解が､

√関数を基礎関数として導かれている57)｡これは自由辺構成用の補正関数により開

口部に生じた応力を作用荷重とみなしたときの解となっている｡また無限等方性板

の外側き裂および中心き裂の面外聞題に対しても､ √関数を基礎関数として一般解

が導かれている58)｡この解は､き裂開口部の境界条件を〟∬=0または等価せん断力

Rx=0と指定することにより求められており､無限遠方において開口部の境界条件

を満たすような面外せん断力､面外曲げモーメントまたはねじりモーメントが作用

する解である｡以上が一様板内のき裂に関する研究の概要である｡

境界面き裂の面内問題の研究も多数報告されている｡等方性異材直線状界面問題

では､ Fourier級数を基礎関数として剛体と弾性体間の境界面き裂が一様引張応力

を受けた時の解59)､指数関数を適用しせん断力が作用した時の解60)および一様引張

応力を受けた時の解61)が報告されている｡また円形境界問題にも拡張され､Fourier

級数を利用した中央の円形剛体に集中力が作用した時の末接合領域近傍の解62)､指

数関数を用いた外側部材にねじり力が作用した時の解63)および無限遠方での一様

引張応力が作用した時の解64)が導かれている｡直交異方性直線状中心き裂の問題で

は, Fourier級数を用いた解65)66)および指数関数を用いた解67)が､また外側き裂の

問題ではやはり指数関数を用いて一般解が導かれている68)｡面外聞題については､

√関数を利用し等方性異材界面き裂の問題を､一様弾性体の場合と同様に開口部の

境界条件を指定することにより導いている69)｡

さらに3次元問題にも重み積分法は拡張され､円盤状の空隙に対して偏平楕円座

標系を利用して一様引張問題70)やせん断問題の解71)を導いている｡

重み積分法で得られる応力集中の度合いは重み関数の形状により変化するが､ ∫

積分との比較において重み関数の形状によるJの値の差異はほとんどないことが報
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告されている56)61)70)｡

以上中川等の一連の研究を概括したが､現在まで導かれている応力解の多くが無

限遠方に作用する外力に関するものである｡土木工学においては､くさびや薬液な

どでき裂内部に外力を作用させて岩盤を破砕する工法や､コンクリート壁やスラブ

の開口部に外力が作用しき裂が進展する場合など､開口部内部に外力が作用するケ

ースも多い｡著者はこの点に注目し､き裂内部に分布荷重として外力が作用する場

合の平滑化された応力解を導くと共に,その適用範囲を研究することを本研究の主

題とする｡

l.2 本研究の特撒

本研究の特徴は次の5点である｡

(1)中川等のき裂先端で有限な応力集中と開口変位を伴うプロセスゾーンを構

成し得る応力関数を基礎に､一様弾性体中のき裂開口部に強制開口外力が作用

する時の解を系統化するとともに､き裂近傍における応力集中の特性を明確化

したことである｡面内問題においては,無限板､矩形板､半無限板の直線状き

裂開口部に外力を作用させる解および円孔周辺の放射状き裂の場合には円孔

周辺の応力あるいは変位を指定する各応力関数を導いた｡また､面外問題につ

いては､無限板中の直線状き裂に対して面外方向の強制開口カを作用させる問

題の解を導いた｡

(2)矩形板および自由辺を有する半無限板の面内問題に対し､それぞれ数値計算

例により応力集中の特性を論じるとともに､閉じあわせ誤差等を求めることに

より解の適用限界を示した｡

(3)無限板中の直線状き裂に対する面外強制開口問題におけるき裂線に沿う等

価せん断力の符号反転現象に対して､ばね常数をき裂先端からプロセスゾーン

端部の完全弾性体部まで指数関数的に増加させたモデルを設定し､FEM解析

により符号反転現象を検証することが出来た｡このことは､古典理論に基づく

薄板の曲げの微分方程式を基本とした場合には､面外方向のせん断力の符号反

転現象は当然の帰結と結論付けられた｡

(4)直線状き裂に対する強制開口の面内問題と面外聞題の比較において､面内問

題においてはき裂先端に荷重を集中させることがより大きな応力集中を発生

させ､反対に面外聞題においては開口部中央に荷重を集中させることがより大

きな断面力集中を発生させることを示した｡

(5)室内実験および現場実験の結果に矩形板および半無限版の解を適用し､解の

有効性を検証し工学的な意味付けをおこなった｡特に中川等の一連の研究にお

いて課題となっていたプロセスゾーン長さの推定方法とき裂進展の予測に対
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して､具体的な成果が得ることが出来た｡

参考資料として一様弾性体中のき裂に関する研究の概要と本研究の位置づけを表-

1.1に示す｡表-1.2には本研究の内容を示す｡
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秦-1.1研究の位置付け

き裂解析

一様弾性体
中のき裂

面内力問題

波壊力学
パラメーター

エネルギー解放率 G

応力拡大係数 K

J積分値 J

き裂開口変位 COD

力値の推定

無限大の

応力集中

有限な

応力集中型

応力分布が一定

応力集中度が可変

(Barenblattの概

実験値の数値モデル~亡

近似数値解析

面外力問題

異質弾性体境界面き裂

無限大の断面力集中型

有限な断面力集中型

8

Griffithエネルギー解放理論

Irwinの応力拡大係数

RiceのJ積分

Wells, Cottrell

Westergaardの応力関数

Dugdaleのモデル

Hi llerborg

Bazant

FE…, BEM

Reissner

｢≡至宝…Knowles

長谷部の有理写像関数
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義-1.2 本研究の内容

一様弾性体中の
強制開口外力を

受ける直線上き裂

単独の直線状き裂

無限板-

半無限板

①基本開口関数

①自由面構成用補正関数

②自由面までの距離の影響

③適用限界の検討

④静的破砕材による

岩盤掘削工法-の適用

有限矩形板- ①自由面構成用の解析手法

②自由面までの距離の影響

③適用限界の検討

④き裂進展の理論解析と

室内実験との比較検討

円孔周辺の放射状き裂

L無限板

面外問題
一単独の直線状き裂

L無限板_

面内･面外 一単独の直線状き裂
問題の比較

L無限板

9

①重ね合わせ法による

放射状き裂の開口関数

②静的破砕材に対するモデル

③鉄筋の腐食膨張に対するモデル
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1.3 本研究の概要

本論文の構成を次に示し､各章の概要を述べる｡

第1章 序論

第2章 面内強制開口する直線状き裂の解析

第3章 有限矩形板き裂に対する適用例

第4章 自由面に平行なき裂の解-の適用例

第5章 円孔周辺の放射状き裂の面内問題解析

第6章 面外強制開口する直線状き裂の解析

第7章 直線状き裂の面内･面外聞題における応力集中の比較検討

第8章 結論

第2章では､無限板､矩形板､自由辺を片側に有する半無限板等の直線状き裂の

開口部に､任意の分布幅を有する面内強制開口外力が作用する問題の解を導く｡重

み積分法を活用して平滑化された応力集中を持ち,開口部に外力が作用している基

本開口関数を求めるとともに､重ね合わせ法により矩形板および半無限板の境界条

件の整合に対する解析手法を導いている｡また矩形板および自由辺を有する半無限

板の面内問題に対し､それぞれ数値計算例により応力集中の特性を論じるとともに､

閉じあわせ誤差等を求めることにより解の適用限界を求めている｡

第3章では､矩形板中のき裂に対する解析手法を､モルタル供試体を用いた孔内

載荷試験結果に適用し､き裂進展に伴う開口変位量と測定点でのひずみ量の比較検

討を行った｡またプロセスゾーン長さを逆推定することを試みた｡

第4章では､自由辺を有する半無限板中のき裂の応力関数を､静的破砕剤工法に

よる岩盤の破砕実験に対して適用した｡実験は9個の円孔を持つモデルについて行

われたため､解析では応力関数を複数重ね合わせる手法を用い､実験結果の開口変

位量および自由面方向-の変位量との比較を行っている｡

第5章では､無限板内の円孔周辺の放射状き裂における面内強制開口問題に対し

て､円孔周辺の応力あるいは変位を指定する応力関数を導いた｡静的破砕剤や薬液

注入時の膨張作用により発生するき裂を想定した円周上でき裂が開いたモデルと､

鉄筋の腐食膨張などを想定した円周上で円周方向の変位が0に拘束されたモデルに

ついて数値計算例を示すとともに､き裂長さ､プロセスゾーン長さ､円孔の半径,

およびき裂本数の各パラメーターの変化による応力集中の特性の検討を行っている｡

第6章では､無限板中の直線状き裂に対して開口部に部分的に等分布する面外方

向の荷重による強制開口問題の解を導いている｡プロセスゾーン内に生じる等価せ

ん断力の符号反転現象に対して､プロセスゾーン部分を面外方向のばねに置き換え

たシェル要素モデルを設定して､ FEM解析による計算例で比較検討を行い､せん

断力の反転現象を検証している｡
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第7章では､直線状き裂に対する強制開口の面内問題と面外聞題における応力お

よび断面力集中について､分布荷重の作用幅およびプロセスゾーン長さの変化に対

して､それぞれの特性の違いを検討している｡
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第2章 面内強制開口する直線状き裂の解析

2.1まえがき

本章では､無限板内の直線状中心き裂の開口部を一様圧力によって面内方向に押

し開く問題の応力関数を導き､その解を基礎に有限矩形板､自由辺を有する半無限

板の解を導いている｡従来の中川等の応力集中平滑化の解1)2)3)4)は､ Westergaardの

解5)を基本とし無限遠方で一様応力を受ける場合のもので､開口部分の応力は0にな

る解であった｡また長瀬6)､栖原等7)により､自由辺近傍の直線状き裂の開口部全幅

に一様分布の内圧による応力集中問題が検討されている｡これに対して､本研究で

は､種々の境界条件をもつ板内のき裂開口部に､任意の分布幅を持つ外力(内圧)

を作用させる問題を検討するものであり､き裂先端で有限な応力集中を構成し得る

応力関数を導き､その数値計算例を示すものである｡

はじめに､本研究の最も基礎となる中川等により示されたWestergaardの基本解に

対する平滑化の手法を示す｡次に､主題である強制開口の基本解として､無限板内

のき裂が等分布荷重により面内方向に強制開口する場合の解を求める｡実際の問題

としては､無限板より有限板としての方が活用範囲が広いため､有限矩形板内のき

裂問題に拡張する手法を示すとともに､その適用範囲を論じる｡このケースは､き

裂先端部からき裂線上の有限板自由面までの距離が問題となり､その距離が小さく

なれば解析結果の誤差が大きくなり適用が難しくなる｡

次に半無限板内で､自由面に平行な中心き裂の強制開口問題-拡張した解を求め

る｡中川､栖原等7)は自由面に平行な直線状外側き裂の解を､自由面を持たない無

限板の解を基に､自由面構成用の補正関数を重ね合わせて解を導いてい･る｡本研究

でも同様の手法を用いて中心き裂の解を求めるものである｡

2.2 基礎式とその平滑化の手法

2次元弾性問題の複素応力関数をWとすると､ W(x,y)は任意の調和関数

v(I),♂(I)によって

V2v2w(x, y)
= o

W(x, y)
= iv(z) +♂(I)† (2･1,

と与えられる｡ただし複素変数zはz=x+7y(共役の場合z=x-ly)である｡ Wは複

素関数で構成されるため､応力cTx,Uy,Tサおよび変位u,vは次のように表される｡

17



第2章

Jx
= Re[2v'(z卜(♂"(I) +

zv"(I))】

q,= Re[2v'(I) + (¢"(I)+ zv"(I))]

Tサ= Re[-i(¢〝(I)+zv"(I))]

2G(u -iv)
=

KV(I)
-

2V'(I)-Q'(I)

(2.2)

ただし､式中のReは実数記号であるが､今後煩雑なため割愛する0 Gがせん断弾

性係数､ Kはポアソン比vの関数で平面応力ではK=(31V)/(1+v)､平面ひずみでは

K=(3-4v)である｡

既に中川等の報告1)2)3)4)で応力関数とその平滑化の方法は報告されているが､本

研究の基礎となるので簡単に述べる｡

従来から活用されている応力関数は式(2.1)に示されるようにv(I),¢(I)の2つの

関数で構成される｡本研究では Y軸上にき裂があって､この線上で cTx=0および

Tサ=0の応力状態のみを対象にするので､関数¢はvの従属関数となり､関数vの

みで応力と変位が与えられることになる｡このような手法はWestergaard5)により

既に式(2.3)に示すように導かれている｡

4'(I)= zv'(I)
-

v'(I) (2.3)

westergaardは図-2.1に示すようにY軸上に長さ2aのき裂を有する等方等質な

弾性板に無限遠方で一様引張り応力cTx=CToが作用する解を次のように定義してい

る｡

Westergaardの基本解

V2v2w(x,y) = o

W(x,y) =

I-v(I)
+ ♂(I)

v(I)-一号z･聖Jm2

cTo CTo a
2

Q'(I)=-÷z-

上記の式による応力は式(2.5)のようになる｡

gx

-号Re(-
gy

-号Re(
I"

=

-Re

a2(I+I)
2z

(z2+a2)3/2 'Jm

a2(z+I) 2z

a2(I+I)
2 (z2+a2)3/2

. 0~o
7-

18
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また､式(2･5)よりき裂線上(ryl>a,x=0)の応力集中は､式(2･6)のように表され
る｡

(Tx = 0~o (2.6)

この応力分布は図-2.2に示すようにY軸上のY=±αで無限大の応力集中となる｡

これはz/ z2+a2に起因するが､この特異性はzあるいはaによる積分は可能であ

って定積分は有限値となる｡具体的には､図-2.3および式(2.7)に示すように､き

裂の長さを表すパラメータaを積分変数tとして､解析関数v(I,t=a)に適当な重み

関数p(i)を乗じつつ遷移区間(a,a+b)にわたって積分する方法である(重み積分法

と仮称)｡関数¢はvの従属関数であるため､ vを式(2･7)のように変形し重み積分

法を実行する｡このように変形するのは､ Y軸上のクラック先端(Y=±α)に設定す

るプロセスゾーン(長さbl,b2の2種類)がそれぞれ異なる長さを有する場合にも対

応可能にするためである｡これにより､き裂先端で無限大応力を解消し､遷移区間

において有限な勾配で立ち上がる応力分布と滑らかな開口変位が共存するプロセス

ゾーンに相当する区間を実現することが可能な応力関数を導くことができる｡

図-2.1一様引張り応力を受ける 図-2.2 き裂先端部における応力集中

直線状き裂を持つ無限板

聖√丁石J㌻=石
2

号vl(I,a)v2(I,a)

v(I)

-号†aa'h
p(tl,如)vl(I,tl

-

a)dtl

x Jaa'b2p(t2,a,b2)v2(I,t2
-

a)dt2

19
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ただし､重み関数p(i)は､き裂の長さを表すパラメータaに対して､定義域をき

裂先端からプロセスゾーンの区間(α, α+∂)として総面積が1になるような基準化

した関数である｡式(2.8)のV(I)はWestergaardの基本解vを重み積分した関数で

あり､ vとVを区別して活用することとする｡また､式(2･7)を矩形の重み関数で

積分した結果を式(2.9)に示す｡式(2.9)は､本研究の各章で示す数値計算例におい

て､検討対象の問題に対する解に重ね合わせることにより､境界条件の適合に利用

することになる｡

p(a,bk)-ま(ただし､
k-1,2'

V(I) =

cfl(I,あ)f2(I,b2)
2Jo

9bl b2

fl(I,bl)
- (z'ia'ib)%

-(I+ia)%

f2(I,b2)
- (I-7･a-ib2)%

-(I-ia)?i

(2.9)

具体的な重み関数として中川等は､矩形､ 1次式､ 2次式､ 4次式の各ケースを

既に報告している1)4)｡本章においては図-2.4に示す1次式の重み関数を採用する

が､対象としている解に対して他の高次の重み関数による積分を施すと極めて煩雑

になるため導き難い｡しかし､本章および第3章､第4章に示した数値計算例の結

果から判断すると､本章で求めた解析解で実用上不都合はないと考えられる｡

図-2.3 重み関数βと適用区域

20
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2.3 無限坂内のき裂内部を強制開口する基本解と計算例

2.3.1集中荷重による応力関数と応力集中の平滑化

2つの半無限板の一部を連結することにより作られる外側き裂を有する板に､き

裂を開口させる内圧が作用する問題に対する応力関数は､岩盤のくさび貫入破壊の

研究の一環として中川､栖原等により既に報告されている7)｡本章では図-2.5に

示すように無限板中心のき裂開口部に､部分的な一様圧力を作用させて開口を進行

させるような応力状態の解を導く｡まず図12.6で示すようにY=sに±Pの一対の

集中荷重を作用させた応力関数を導く｡この場合の応力関数を式(2.10)のように仮

定するが､これは先見的の仮定であり､最終結果によって間違いのないことが判明

する｡

Wl =ZV. +♂-

¢.'.=zv"-

図-2.5 き裂内部に作用する等分布荷重

(2. 10)

図-2.6
一対の集中荷重

詳細は割愛するが､集中荷重Pに対するAを求めると､ A-PJm/27Tとなる｡
これにより積分してvl(I)を求めると式(2.ll)となる｡

vl(I,S)
=

£log〈
a2 + isz _ J訂~:~言㌻Jm

a2 + isz + ㍍言二子〟丁訂) (2･11,

き裂先端の応力集中を有限化するため､式(2.ll)をα=Jとして一次式重みにより､

区間(α,α+∂)において重み積分を行い平滑化を行う｡得られた結果を式(2.12)に示

す｡
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V2(I, S, i)

Ps

t2 +isz- J2-∫2 t2+z2

t2 +ist+ J2-∫2

J2-∫2+

(2a+ b)b

t2+z2

t2+z2

(2.12)

2.3.2
一様分布の開口荷重による応力関数

図-2･7に示すように開口部の分布荷重pの中心位置をs.､分布幅をcとし､式

(2･12)をsについて区間(so-c/2,so+c/2)にわたって積分する｡得られた結果を式

(2.13)､(2.14)に示す｡

(a+b)

a

｣=}

EO E】 匹■日
El

(≡)

~り1ー.__

亡q

E=

CN

Eel
El

一一一ー

-a

-(a+b)

図-2.7 等分布荷重と作用位置
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V3(I, S, t) !lss.o_'cc//22v2(I,S, i)ds

B(vo(I,soI;,a･b)

-vo(I,so･言,a)

-vo(I,so-;,a･b)
･vo(I,so-;,a)

ここでBおよびVo(I,s,t)は次のように表される｡

pps 2 p

87rC 83TCq2a + b)

Vo(I, s, i) [(t2(s･iz,I?z3)

〈;:ll;二ま冨ま冨〉

logヒ票享)
･ i(s-

iz)3log(J;T7広ア)

一生1｡g(s.iz)3

･ i(s. 3iz)Ji37Ji37

一志(s-iz)3一志(s･iz)3

･i(s･iz,2･2sz2]

(2. 13)

(2. 14)

無限板内のY軸上の直線状き裂を押し開く一様分布荷重pによる応力関数は､上

記のV3を用いて式(2.15)のように表される｡

w=妄v3(I)+◎3(I)ここで､ ◎''3 =

ZV--,

23
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式(2.15)においてbと材料の物性値が確定出来れば､一様分布荷重pによる応力

と変位を求めることが可能となり､き裂進展に対する数値シミュレーションに利用

出来る｡この課題に関連する多くの研究では､ FEM (有限要素法)やBEM理論

(境界要素法)が活用されている｡他方､円孔周辺のき裂に関する面内力問題に関

する研究も報告されているが8)9)､それらは応力拡大係数で表現されたものであって､

応力が穏やかに立ち上がるBarenblattモデル10)に関連するものではない｡本研究で

用いている解析解は以下の特徴を持ち､き裂を有する平板の解析においては上記の

方法と比較すると､より簡便にかつ精度の高い結果を得ることが出来る｡

(1)関数で表現するため､開口部やき裂先端部のような応力急変部でも､変位や応

力変化を明確に表現する事が可能である｡

(2)少ない関数の重ね合わせで周辺の境界条件が精度良く満足される｡少ない選点

条件で関数の未定係数を決定した後に､変位や応力のどのような詳細図も簡単

に描くことが可能である｡

2.3.3 数値計算例

本節では､ 2.3.2項で導いた応力関数が､所定の境界条件を満足していること

を､関数曲面を図化することによって示す｡

開口長さ10cmのき裂(α=5 cm)を有する無限板においてき裂内に作用する内圧を､

荷重強度P=3kgf/cm2,作用幅 c-6cmとして計算した｡プロセスゾーン長さはb-1

cmと仮定し,板の物理定数をそれぞれ弾性係数E-181,000kd/cm2､ポアソン比

γ=o.167とした｡

計算結果のうちⅩ方向変位U, Y方向変位Vの分布図を図-2.8､図-2.9に､ Ⅹ

方向応力Jxの分布図を図-2.10､図-2.11に示す｡図-2.11は､き裂部分及びプロ

セスゾーン相当部分のY軸上のc,xを拡大したものである｡またY方向応力qyの分

布図を図一2･12,せん断応力Tサの分布図を図-2･13に示す｡特性の認識を目的として

いるため､縦軸のスケール等の詳細データは割愛する｡開口部の一様圧縮力の分布

やプロセスゾーンでの応力分布の状況が､設定条件を満足するとともに､Barenblatt

モデルとしてプロセスゾーン相当部分を近似的に表現出来得るものであることが判

定されよう｡

き裂近傍の最大引張応力はuxmax=3.4kd/cm2を示している｡もし､材料の引張強

度をc't.=3kd/cm2と仮定すると､き裂は進展することになる｡最大引張応力値は､

a,b,c各長さの値に影響されるが,ここでb,cは一定であって応力集中がJxmax=Jto

の位置までαが進行すると仮定して､この位置を逆算で求めると､き裂が長さ13cm

(a-6.5cm)になったとき釣り合うという結果が得られる｡このように､ Jtoとb値

を推定することが可能であれば､き裂に内圧が作用した場合のき裂進展の有無およ

び進展の長さαを､式(2.15)により求めることが可能である｡
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図-2.8 Ⅹ方向変位U分布図 図-2.9 Y方向変位V分布図

図-2.10 X方向応力cTx分布図

0~/max
Jtmax-3.4kd/cm2

p--3.Okd/cm2

C

∂

α=5c皿

∂=1cma

_L
c=3cm

pL=6cm

図-2.ll Y軸上のX方向応力gxの拡大図
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図-2.12 Y方向応力cTy分布図

図-2.13せん断応力T野分布図
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2･ 4 有限矩形板中央のき裂に対する適用と計算例

本節では､ 2･ 3節で求めた無限板に対する基本解を､中央に亀裂を有する矩形板

(4辺が自由)に対して適用する手法を示し､数値計算例とともにその適用限界を

論ずる｡

2.4.1有限矩形板に対する適用手法

2･ 3節で求めた基本解は､無限板に対する応力解であるため､開口部の内圧分布

の条件は満足しているが､有限な矩形板モデルの周辺境界条件を満足しない｡周辺

自由という境界条件を満足させるために､き裂近傍から離れた部分の応力は急速に

一様化していることに着目して､次のような重ね合わせ法を用いる｡

まず､対象とするモデルの応力分布を整合させるために､式(2.16)に示す無限板

に一様応力c,x=Jlのみが作用する解Wlと､式(2.17)に示す一様応力J,=J2のみが

作用する解W2を活用する｡

wl

-?I(;-I)
w2

-?I(;･z)

(2. 16)

(2. 17)

さて､中央にY軸に沿うき裂1つを持つ矩形板において､き裂先端方向の自由面

で応力が0になる解を近似的に構成するため､自由面の境界線を近似的に応力の対

称軸になるように､対象とするき裂の延長線上に2つの仮想き裂を図-2.14に示す

ように配置する｡合計3個のき裂に対する解を求めるために重ね合わせる応力関数

は､各開口部に対して､式(2.9)で示した平滑化されたWestergaardの解1つと､式

(2･15)で示した開口部を強制開口する分布外力を持つ解､合わせて6個の解を重ね

合わせる｡さらに矩形板周辺上の平均応力cTx,J,を0とするために､式(2.16)と式

(2･17)の一様応力解を1つづつ重ねる｡求めた解に対して､それぞれ未定係数を乗

じ､境界条件を満足させることにより対象となるき裂の解を求めるものである｡関

数に乗じる未定係数は､境界線上の適当な点で､それぞれの応力条件(cTx=0また

はcTyおよびTγ=0)が満足されるように選点法で決定するものである｡

生じる応力は､対象となるき裂先端より急速に減少するため､自由面である矩形

板縁辺がき裂先端よりある程度離れている場合には､この手法により近似解が求め

られることになる｡次節の数値計算例により､検証するものとする｡
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/W
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Ⅹ

図-2.14 仮想き裂の配置図

2.4.2 数値計算例

図-2･15に示すように､中央にき裂を有する矩形板(幅90cmX奥行90cm､亀裂長

2a=10cm)についての数値計算例を示す｡ 2.3.3項と同じ荷重条件および同じプ

ロセスゾーン長さ∂-1cmとして計算を行う｡また2個の仮想き裂は､き裂中心座標

を(Ⅹ=O cm, Y-±90cm)とし､同じき裂長､プロセスゾーン長さを持つものとする｡

境界条件を満足させるため選点法を利用するが､設定した着目点は秦-2.1の通り

である｡

45cm
■ヨ 45cnr

il

;≡

E1
∪つ

｢ナ一 ..⊂=⊃

くて】

-pE 十｢

≡;

E5
Lj?

E=

E: ヒ ヨ｣
一■ー

図-2.15 数値計算モデル
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表-2.1設定境界条件の着目点

Ⅹ Y 設定応力度

(cm) (cm) (kgf/cm2)

0 4 cTx=0

0
-4 cTx=0

0 45 cTy=0

45 0 Jy=0

18 45 rサ=0

18
-45 Tサ=0

得られた最大引張応力はuxmax =3.55kd/cm2となり､無限板上のき裂の結果より

若干大きめの応力が得られた｡また閉じ合せ誤差としての自由辺での応力は､

y-±45 cmで､ c',m訳=5.086×10ー2kd/cm2,
TサmaX

=1.462×10~3kd/cm2
x-±45 cmで､ cTxmax

=5.265×10~2kd/cm2, Tサm訊=2.036×10-2kd/cm2

となった｡

この閉じ合わせ誤差を最大引張応力度の比で表すと､ cTx,CTyはそれぞれ1.48､

1.43%,また､ Tサ1､ T,y2はそれぞれ0.57､ 0.44%となる｡図12.16に仮想き裂を含

めたY軸上のJx分布を示すが､ 3個の解関数を平行移動して重ねあわせるだけでほ

ぼ境界条件を満足していることが分かる｡

(900 900
f

P軽囲900

'rl

図-2.16 仮想き裂を含めたY軸上のcTx分布図

2.4.3 閉じ合わせ誤差の検討

次にこの応力解の適用範囲を検討するため､き裂先端から自由辺までの距離と自

由辺における閉じ合わせ誤差の関係を求める｡計算条件の基本モデルは､図-2.15

で示した90cm X 90cmの矩形板とし､き裂長さ2αのみを変化させ､部材定数､プロ

セスゾーン長さ､荷重強度と分布幅および境界条件に対する着目点(表-2.1)は同
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様とする.閉じ合わせ誤差eは､式(2.18)に示すように､本来0とならなければな

らない各自由辺での最大応力値を､本モデルで発生する最大引張応力Jxmaxの比とし

て表すものとする｡対象とする応力の位置関係を図-2.17に示す｡
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eO~x =

eTサl
=

x= ±45cm cry max

)
eCTy =
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図-2.17 自由辺における閉じ合わせ誤差の対象とする応力

(2. 18)

表-2.2と図-2.18に､き裂長と閉じ合わせ誤差の関係を示す｡ Y-±45cmの位置で

の自由辺の閉じ合わせ誤差について見ると､ αが 25cm 以上､すなわちき裂先端

(y-±α)と自由辺との距離が20cmより小さくなると誤差の増加が顕著になる｡この応

力関数のみを平行移動させ重ね合わせる近似解法の適用限界と判定される｡き裂先

端が自由辺に近づいた場合には､本応力関数に低次のフーリエ級数解のような重調

和解をさらに重ねて､選点法によって周辺上と開口部の境界条件を整合させる手法

が望ましい｡

また､き裂に平行(Y軸に平行)な X-±45cmの自由辺での境界条件Jx=0に対す

る誤差はαが 30cmで11.6%と10%超える｡本節では､ Ⅹ=±45 cmの自由辺に対して

は重ね合わせ等の補正は行っていない｡次項で検討するように､き裂軸と自由辺の

距離が近づいた場合には､境界条件における誤差を少なくする補正項等を付加する

ことが望ましい｡
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表-2.2 き裂長と閉じ合わせ誤差の関係

α eCTx eCTy eTv1 eTサ2

(cm) (%) (%) (%) (%)

5 1.48 1.43 0.57 0.04

10 3.70 3.77 1.43 0.ll

20 7.40 9.30 2.80 0.22

25 8.37 ll.83 3.17 0.12

26 8.50 12.07 3.24 0.21

28 8.80 ll.07 3.47 0.89

30 ll.63 22.30 ll.93 ll.93,

32 7.77 30.93 4.20 4.20

35 7.47 29.60 2.60 2.60

α :き裂半長さ(き裂先端位置) (cm)

eqx : x=±45cmの自由辺におけるJxmaxのY軸上で発生

する最大応力gxmaxに対する比(%)

eJ, : Y=±45cmの自由辺におけるcT,maxのY軸上で発生

する最大応力Jxmaxに対する比(%)

eT砂1 : X=±45cmの自由辺におけるTγmaxのY軸上で発生

する最大応力cTxmaxに対する比(%)

eTq2 : Y=±45cmの自由辺におけるTサmaXのY軸上で発生

する最大応力qxmaxに対する比(%)

(

>o
ヽー

鵬

港
早
i!

く⊂

乙｣

臣

図-2.18 き裂長と閉じ合わせ誤差の関係
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2.5 自由面に平行なき裂に対する基本解と計算例

本章では､自由辺に平行なき裂が自由辺に直角方向に面内強制開口される場合の

開口関数を導く｡導く手法は､ 2.3節で求めた無限板での解に､中川､栖原等7)が

外側き裂の強制開口問題について報告している自由面構成用の補正関数を活用し､

重ね合わせ法により求めるものである｡

2.5.1 基本開口関数

中川等は､既に自由面近傍の円孔に一様内圧が作用する問題､自由面に平行に直

線状外側き裂が存在する問題の解をそれぞれ導いている7)｡いずれも自由面を持た

ない無限板の解を基にして､図-2.19に示すような重ね合わせ法によって､自由面

を構成する補正項と補正方法を示している｡本文でも上記の強制開口の無限板の解

に対して自由面構成用の補正関数を導く｡導き方の詳細は文献7)に述べてあるため､

本文では結果の式のみを示す｡

自由面近傍のき裂あるいは円孔を構成する応力関数W.を,次のように表すことが

できる｡

Wo
=Wl-W2+2W3 (2.19)

Wo
:自由面近傍のき裂に内圧を作用させて開口させる応力関数

Wl
:無限板内に含まれるき裂に内圧を作用させて開口を構成する基本応力

関数(式(2.15))

W2 : WlをX軸方向に+2Coシフトした曲面(よって､
-W2はx=Co軸を対称

軸としてWlを反転した曲面を表す｡)

W3 : WおよびW2によってx=Coに生じるせん断応力を打消す曲面(Y軸上

で､ Tサ=-r砂0,

CTxlx-o…0となる曲面)
Co :Y軸(き裂線上)から自由面までの距離

T琴O : WlおよびW2によるx=Coにおけるせん断応力Tサ

結果として中心き裂を有する無限板がY=sで開口カpを受けている問題(式

(2･15))においてX=C.におけるせん断応力を打消して自由辺を構成するための補

正関数は､式(2.20)のように表される｡
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(2.20)
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図-2.19 自由辺の構成法
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2.5.2 数値計算例

図-2.20に示すように､き裂の中心軸(Y軸)から10cm離れた位置に自由面を持

つ半無限板についての数値計算例を示す｡き裂条件,荷重条件およびプロセスゾー

ン長さはすべて2.3.3項と同じとする｡また境界条件としての着目点として

(X-0,Y-4)の点でcrx=0､ (X-0,Y=100)の点でcTy=0の2点を設定した｡

得られた最大引張応力はgxmax-4.79kd/cm2となり､無限板での

cTxmax
=3.40kd/cm2､矩形板でのcTxmax =3.55kd/cm2と比較しかなり大きな値を示

し､自由辺の存在が大きく影響しているのが判る｡

自由辺の影響を把握するために､平面(2次元)としての計算結果を3次元的に

図化したものを図-2.21-図-2.31に示す｡図-2.21はき裂開口変位U (X方向変

位)を斜め上部から見た図である｡自由辺側の変形量が反対の無限側より大きくな

っていることがわかる｡また自由辺にも大きな変位が現れていることがわかる｡図

-2.22はⅩ軸と直角方向からのⅩ方向変位Uを図示したものである｡自由辺側と無

限側の変形の違いがより明確にわかる｡

図-2.23はY方向の変位Vを図示したものである｡変位性状をわかり易くするた

めにYのプラス側のみをⅩ軸と直角方向から見た場合を示したのが図-2.24である｡

図-2･25にX方向応力cTxの分布図を示す｡荷重と応力集中の関係が明解にわかる｡

図-2.26は応力集中部に対して計算ピッチを小さくし拡大したものである｡より滑

らかな応力の変化が見て取れる｡また図-2.27は､ Ⅹ軸と直角方向から見たもので､

自由辺での境界条件が満足されていることがわかる｡

図-2.28はY方向応力cT,を示したものである｡ uxとは異なり自由辺においても

比較的大きな応力が発生していることがわかる｡図-2.29にⅩ軸と直角方向から見

た図を示す｡プロセスゾーン位置での応力集中､荷重そして自由辺で発生している

応力の状況が明確となっている｡

図-2.30にせん断応力分布図､図-2.31にⅩ軸と直角方向から見たせん断応力分

布図を示す｡自由辺での境界条件丁砂=0を満足していることがわかる｡

図-2.20 半無限板数値計算モデル
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図-2.21 Ⅹ方向変位U分布図

(-20≦X≦+10,
-15≦Y≦+15)

図-2.23 Y方向変位V分布図

(-20≦X≦+10,
-15≦Y≦+15)
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図-2.22 Ⅹ方向変位U分布図

(視点Y=15)

(-20≦X≦+10,
-15≦Y≦+15)

図-2.24 Y方向変位V分布図

(視点y=o)

(-10≦Ⅹ≦+10, 0≦Y≦+10)
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Jxmax=4. 795kgf/cm2

図-2.25 X方向応力cTx分布図

(-10≦X≦+10,
-15≦Y≦+15)

図-2.26 X方向応力qx拡大図

(-5≦X≦0, 0≦Y≦+10)

図-2.27 X方向応力cTx分布図

(視点y=15)

(-20≦Ⅹ≦+10, -10≦Y≦+10)
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図-2.28 Y方向応力cTy分布図

(-10≦X≦+10, -15≦Y≦+15)

図-2. 30 せん断応力Txy分布図
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図-2.29 Y方向応力cTy分布図

(視点Y=15)

(-10≦X≦+10, -15≦Y≦+15)

図-2.31せん断応力T野分布図

(視点Y=15)
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2.5.3 き裂から自由辺までの距離が与える影響

本節ではき裂から自由辺までの距離が与える影響と求めた関数の適用限界を検

討する｡はじめに, 2.3節､ 2.4節で求めた無限板ならびに矩形板での数値計算

例との比較を行い､それぞれの結果の関連を検討する｡

表-2.3に無限板､矩形板､半無限板での最大引張応力とき裂中央での開口変位

量の比較を示す｡自由辺との距離が10cmの場合には､当然のことながら自由辺側-

の変形量が自由辺と反対側での変形量より大きな値を示している｡表-2.3には自由

辺との距離が45cmの半無限板の計算結果も比較のため表示した｡最大引張応力にお

いて矩形板と半無限板の結果では約2%の差が生じている｡この理由は､表-2.2

で示したように矩形板においてα=5c〝‡の場合でも自由辺での誤差が約1.5%ある

こと｡また半無限板においても着目点として､ (X-0,Y-100)の点でcT,=0としており､

着目点の設定位置により応力の値が誤差範囲ではあるが違いが生じるためと考えら

れる｡

き裂中央における開口変位量の比較において､自由辺との距離が45cmの半無限板

の合計変位量(U3)は､矩形板より若干少なくなっており､片側が無限板であること

からほぼ妥当な値と考えられる｡また自由辺側と無限側での変位量は､自由辺との

距離が離れていることから差は生じていない｡

表-2.3自由辺との距離と応力･変位量の関係

自由辺との距離

L

最大引張応力

(丁xrnax

き裂中央での変位量

U1 U2 U3

(cm) (kgf/cm2) (cm) (cm) (cm)

無限板 C(⊃ 3.4017 1.44E-04
-1.44E-04

2.88E-04

矩形板

(90cmX90cm)
45cm 3.5486 1.46E-04

-1.46E-04
2.93E-04

半無限板G) 45cm 3.4822 1.45E-04 -1.45E-04 2.91E-04

半無限板② 10cm 4.7945 1.91E-04
-1.54E-04

3.45E-04

L : Ⅹ軸(き裂延長線)から自由辺までの距離(cm)

Ul: 自由辺側のき裂中心における開口変位量(cm)

U2: 自由辺とは逆側のき裂中心における開口変位量(cm)

U3: Ul-U2 き裂中心における全開口変位量(cm)

次に自由辺からき裂までの距離Lを変化させた時の最大応力を求め､無限板での

最大応力との比較を行うことにより､Lが最大応力に与える影響を調べる｡図-2.32

は1≦L/a≦3の範囲での､また図-2.33は2≦L/a≦10の範囲での両者の比を示した

ものである｡自由辺との距離Lが小さくなると最大応力は大きくなる｡特にエ/αが

4より小さくなると応力集中の度合いは大きくなる｡また上/α=10でほぼ無限板に
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おける最大応力と同程度となるが､これは表-2.3との比較と符合する｡

2.4

2.2

2.0

1.8

b
l.6

1.4

1.2

1.0

1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0

L/a

α :無限板での最大応力に対する半無限板の最大応力の比

図-2.32 自由辺との距離が最大応力に及ぼす影響( 1≦L/a≦3)

2.0 4.0 6.0 8.0 1 0.0

L/a

α :無限板での最大応力に対する半無限板の最大応力の比

図-2.33 自由辺との距離が最大応力に及ぼす影響( 2≦L/a≦10)

次に､自由辺を有する半無限板の解の計算誤差を求めることにより､導いた応力

関数の適用限界を検討する｡計算モデルは､図-2.20で示した数値計算例と同じモ

デルを使用する｡図-2.34にY軸上のX方向応力cTxの分布図の一例を示すが､次の

2点において境界条件を十分には満足していない｡

(1)作用させた分布荷重は､ -3cm≦Y≦+3cmの領域でp=±3kd/cmの一様分布荷重

であるが､図示した例(自由辺からき裂までの距離Lが6cm)ではき裂中央で

指定した荷重が設定されているが､端部ではより大きな荷重状態が生じている｡

(2)き裂開口部で荷重が作用しない領域(計算例では 3cm≦lyl ≦5cm)におい

ては､応力は0にならなければならないが､着目点(y=4cm)はcTx=0となって

いるが､作用荷重端部およびき裂先端部を最大とした応力の誤差が発生し

ている｡

このため計算誤差として､荷重強度に対する誤差e,とき裂開口部の境界条件に対

する誤差e2を､式(2･21)のように定義し求める｡
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e-=坐竺, e2=竺
Po Po

el :荷重強度に対する誤差(%)

e2 :き裂開口部の境界条件に対する誤差(%)

Lklmax:最大荷重強度と載荷荷重との差

Jomax :荷重載荷範囲外のき裂開口部で発生するX方向最大応力度

po :載荷一様分布荷重(±3kd/cm2)

図-2.34 Y軸上のJx分布と計算誤差の対象

(2.21)

図-2.35に自由辺からき裂までの距離Lと計算誤差el,e2の関係を示す｡ L/a≧1.6

でel,e2は5%以下となっており､導いた応力関数の適用限界と考えられる｡

1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0

L/a

図-2.35 L/aと 計算誤差 el,e2の関係
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2.6 まとめ

中川等が提案しているき裂先端で有限な応力集中と開口変位を伴うプロセスゾー

ンを構成し得る応力関数を基礎に､一様弾性体中の直線状き裂の開口部に任意分布

幅を有する面内強制開口外力が作用する問題に対し､無限板､矩形板､自由辺を片

側に有する半無限板の平滑化された応力関数および解析手法を導き､数値計算例を

示した｡

矩形板においては4辺が自由辺となるが､本研究ではき裂先端方向の自由面での

境界条件を満足させることを目的に､自由面の境界線が近似的に応力の対称軸にな

るように､対象とするき裂の延長線上に2つの仮想き裂を配置して無限板で導いた

応力関数を重ね合わせ解を導いた｡さらに重ね合わせた関数の数と等しい数の着目

点を指定し､選点法により決定された未定係数を乗じ境界条件を満足させるという

手法を採用した｡き裂先端と自由面との距離が十分に離れている時には､無限板で

の解との比較において妥当性のある結果が得られたが､近づくと誤差が大きく生じ

ることが判明した｡このため本来0となるべき自由面におけるX方向応力JxとTxy

について閉じあわせ誤差に対する検討を行った｡その結果､き裂先端と自由面との

距離がき裂半長さの1 0倍程度離れている場合には閉じあわせ誤差が1%程度であ

るが､ 2倍程度に近づくと閉じあわせ誤差は10%を超える｡矩形板に対する解の

適用限界として境界条件に対する閉じ合わせ誤差を5%以下とすると､矩形板長さ

に対するき裂長さの比は20%程度以下にする必要があることが判明した｡

自由辺を有する半無限板の解は､自由面を構成する補正項と無限板の解を重ね合

わせることにより導いた｡自由辺における境界条件は完全に満足する結果は得られ

たが､自由辺がき裂に近づくと一定であるべき荷重強度にばらつきが生じること､

および本来応力が0であるべき荷重が作用していないき裂開口部に応力が生じると

いう現象が現れる｡この荷重のばらつきと開口部に生じる応力を誤差と考え､作用

した荷重強度に対する比を求め導いた解の適用範囲を検討した｡その結果上/α≧1.6

の時共に誤差は5%以下になり､ L/a=1.6が適用限界であることが判明した｡

本研究の主題であるき裂内部に外力が作用する応力関数は､実際の工学的な問題

-の適用範囲が広いと考えられる｡しかしながら､実際の問題の多くは有限の問題

であるため､無限板での応力関数の適用範囲を明確にする必要がある｡弾性破壊力

学の分野では､き裂先端の近傍において適用可能と表現されるが､本研究の応力関

数は全領域を対象としているため､特にその必要性があると思われる｡本文での矩

形板および半無限板での試みもその一つと言える｡矩形板での閉じ合わせ誤差の結

果は必ずしも満足のいくものではなく､今後境界条件に対する誤差を縮小するため､

平滑な級数解を重ね合わせる選点法や補正項などで対処する必要がある｡また､半

無限板の解においてもより適用範囲が拡大出来るように､他の解を重ね合わせるな

ど今後工夫を行いたい｡
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第3享 有限矩形板き裂に対する適用例

3.1まえがき

本章では､佐久間等により報告されているモルタル供試体を使った孔内載荷実験

結果1)に対して､ 2.3節で求めた応力関数および2.4節で示した矩形板に対する

解析手法を適用することにより､その有用性を検討する｡また､中川等の研究の内､

残された最も重要な課題である塑性領域としてのプロセスゾーン相当長さ∂を実際

の実験結果より逆推定することを試みる｡.

佐久間等は岩盤の初期応力測定法の1つとして｢ダブルフラクチャリング法｣を

開発している2)｡この方法は､岩盤の孔内にウレタンチューブ製の載荷試験装置を

挿入し､孔内載荷を行って孔内にき裂を発生させ､そのときの載荷圧力およびき裂

発生位置から､岩盤の初期地圧を求めるものである｡この測定法の検証実験の1つ

として､モルタル供試体を用いた孔内載荷試験を行っている1)｡この室内実験は目

的が異なるため､本研究で取り上げている理論解と孔内における荷重条件等が違っ

ている｡実験は円孔内に一様圧力を作用させるが､理論解では直線状スリットに分

布開口カを作用させる｡しかし､き裂が進展するに従い本研究の理論モデルに近似

してくると考えられる｡本章では､その適用限界を考慮しつつ､この実験のデータ

を用いてプロセスゾーン長さ∂の推定とき裂周辺の応力状態を求めることを試みる｡

実験では孔内載荷荷重の増加に伴なうき裂進展状況を計測しているので､理論解に

ょるき裂周辺の応力と比較することにより､き裂進展の数値的評価をより合理的な

ものにすることを試みる.実際には､き裂の進行に合わせてbの長さを数回の反復

計算を行い推定を行っている｡

3.2 実俵概要

実験に用いた供試体は､モルタル製(Jc-342kd/cm2, c,I-25･5kd/cm2,

Ec-181,000kd/cm2)で幅90cmX奥行90cmX高さ30cmのサイズであり､この供試体中

央に直径7.6cmの孔を削孔している｡図-3.1に供試体の概念図を示す｡実験は､こ

の供試体を反力装置に装入し､フラットジャッキにより周辺に沿って水平方向から

一定の拘束圧を作用させた状態で､供試体中央で孔内載荷試験を実施したものであ

る｡周辺の拘束圧として､ Y方向の圧力poを49.Okgf/cm2､ x方向の圧力qoを

24.5kd/cm2に設定している｡

供試体表面のき裂発生方向の近辺には孔内載荷を行う前にあらかじめひずみゲー

ジを原点よりY軸に沿ってLkの距離に7枚(k-1-7)貼付している｡ひずみゲージは

き裂による破断を避けるため､き裂が発生する位置からゲージ端部を1･OcmX方向に

偏位して貼付している｡
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図-3.1 実験供試体概念図

3.3 実焼結果

図-3.2に実験結果に基づく載荷圧力とひずみの関係を示す｡孔内載荷が開始され

て載荷圧が大きくなるにつれてひずみがほぼ直線的に増大して､き裂が進展してし

て行くのが分かる｡そのき裂がゲージ近傍を通過すると､ひずみ量は減少し始める

とみなして良いので､ひずみ量が最大値を示した点がプロセスゾーンの先端であっ

て､最大応力が発生したと考えられる｡
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3.4 解析モデル

実験の解析モデルを,図-3.3に示す｡実際には孔壁放射方向に分布する孔内載荷

圧力pを､直線き裂に対し孔径と同幅に矩形分布する一様な圧力としているので､

載荷圧のY方向成分の影響およびき裂の進展に対する円孔形状の影響は考慮してい

ない｡しかしながら､塑性域としてのプロセスゾーンが形成された以後は､円弧状

載荷と直線状載荷による応力状態は近似するもの考えられるため､解析の第1ステ

ップをき裂発生後としている｡したがって､ここでの解析は､載荷圧pのX方向成

分のみが作用している場合に限定している｡解析用の関数は､ 2.3節で導いた式

(2.13)および式(2.15)と開口部に外力を持たない場合の応力関数である式(2.9)を

適用する｡2.4節で示したようにこの2つの関数をそれぞれY軸上に平行移動させ､

それぞれ3個のき裂に対する解を重ねて境界条件を満足させるようにそれらの未定

係数を求める｡詳しい数値は割愛して､この解析結果と実験結果を比較検討する｡

実験結果の図-3･2より､ひずみゲージ中央(1･5,Lk)においてひずみ量が最大値

を記録した時､ Y軸上の点(o,Lk)において最大引張応力が発生しており､かつ供試

体の引張強度と釣り合っているものとし, bkおよびき裂周辺の応力とひずみ量を求

めることとする｡

解析モデルは周辺自由の有限板であり､2.4節で求めた応力解の適合範囲内では

有効であることを確認している｡
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3.5 解析結果と実焼結果の比較

3.5.1 プロセスゾーン長さの評価

逆算により求めたbの結果を表-3.1のCaseAに示す｡載荷ステップs-1とS17を除

くと､求められた∂の値は0.77-1.85cmとばらついているが､実験供試体のプロセ

スゾーン長さの評価としては概ねb=1.Ocm程度と考えられる｡S-1(Lk=5.7cm)におい

ては､実験値pとqxが釣り合うようなbの値を得る事は出来なかった｡また､ S-

7(Lk-26.6cm)の場合は､き裂先端の位置が･自由辺に近づいたため､自由辺(Y=45.0

cm)での境界条件を十分満足させ得なかったので参考値として表示する｡

次にb-1･Ocmとして孔内載荷圧力pにより生じる最大引張応力を求めた｡結果を

表-3.1のCaseBに示す｡ s-1とS-7を除いた各載荷ステップでは､実験で求めた引張

強度に対する最大引張応力の比は､当然のことではあるがほぼ1に近い値となって

いる｡実際には､プロセスゾーン長さも供試体の引張強度も-定ということではな

く､ある幅を持っていると考えられる｡本計算例においてはマイクロクラックの発

生や材料の組織敏感性を無視していることを勘案すると､この程度のバラツキは妥

当性のある範囲と考えられる｡ボアホールに最も近いS-1では､最大引張応力は圧裂

試験で求めた引張強度の1.66倍となっている｡これは比較的孔壁近傍での載荷条件

であるため､孔内載荷のY方向圧力成分によるポアソン効果がき裂の進展を制御す

る方向に作用するためと考えられる｡

表-3.1 プロセスゾーン長と最大引張応力

載荷

ステップ

ん

(cm)

P

(kd/cm2)

CaseA CaseB

bk

(cm)

(7ct

(kd/cm2) get/J(o

S-1 5.7
-80.4 42.0 1.66

S-2 7.6 -92.1 1.ll 26.9 1.05

S-3 9.5
-106.8

0.77 22.0 0.86

S-4 ll.4
-134.3

1.78 35.3 1.38

S-5 15.2
-152.9

0.92 24.1 0.95

S-6 19.0
-183.3

1.85 33.3 1.31

S-7 26.6
-226.4 4.50 55.9 2.19

case A :get =cTto
=25.5kd/cm2と一定とした時のbの逆推定値

Case B : b=1.Ocmと一定とした時のcTc,の逆算値

Lk
:円孔中心からひずみゲージ中心までの距離(cm)

p ‥円孔に載荷される内圧(kd/cm2)

bk :プロセスゾーン長さ(cm)

Jct :最大引張応力(計算値) (kd/cm2)

Jto :モルタル供試体の引張強度(25.5kd/cm2)
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3. 5.2 き裂周辺のひずみ量と孔径変位量の評価

表-3.2に､ゲージ位置におけるひずみ量およびボアホール中央での孔径変位量

の実験値および計算結果を示した｡表-3.2の実験値によるひずみ量は､図-3.2の

pによる引張応力ひずみに､周辺拘束圧力による圧縮ひずみを加えたものである｡

計算値はゲージ中央(1.5,Lk)と(2,Lk)の2点について求めたが､計算値がやや大き

い値を示している｡実験では､き裂そのものの進行がY軸に完全に一致しているわ

けではなく､実際にはかなりジグザクとなっているため､き裂とゲージの位置関係

を正確に特定することは難しい｡

実験値の孔径変位量は､載荷圧力による弾性変形値とき裂の開口による孔径変位

の和を計測したものであるが､計算値では直線状き裂の中央の変位を求めたもので

ある｡実験値のほうがやや大きな値となっているが､オーダー的にはほぼ同程度の

結果が得られている｡

表-3.2 ひずみ量とき裂中央の変位量の比較

載荷 Lk C ♂ C1 C2 ∂t ♂/∂ー

ステップ (cm) (cm) (cm)

S-1 5.7 103 0.0092 104 71 0.0058 1.59

S-2 7.6 43 0.0112 85 69 0.0078 1.44

S-3 9.5 60 0.0137 76 65 0.0103 1.34

S-4 ll.4 60 0.0168 113 99 0.0148 1.13

S-5 15.2 45 0.0200 88 78 0.0188 1.06

S-6 19.0 54 0.0240 123 109 0.0252 0.95

S-7 26.6 43 0.0320 190 170 0.0370 0.86

C

♂

CI

C2

∂■

:ひずみ(実験値) (×10~6)

:円孔中央の変形量(実験値) (cm)

:X-15mm, Y-Lkにおけるひずみ量(計算値) (×10-6)

:X-20mm, Y-Lkにおけるひずみ量(計算値) (×10-6)

:円孔中央の変形量(計算値)
(cm)

3.5.3 亀裂周辺応力と変位図

s-2(Lk-7.6cm, a-6.6cm, b-1.Ocm,
pニー92.1kd/cm2)の解析結果を図-3.4か

ら図-3.7に示す｡図-3.4は, Y軸上のX方向応力Jxを拡大して示したものである｡

一様内圧およびそれによって生じたき裂先端の平滑化された応力がよくわかる｡図

-3.5､図-3.6は､ X方向変位量U､ X方向応力Jxの分布を3次元的に図示したも

のである｡

また図-3.7は､き裂先端部分(x=-15-+15, y=6.6-16.6)でのX方向ひずみcxの

3次元分布をX軸平行面に投影した図である｡図よりゲージ付近は､ cxの変化率が

大きい位置である事が分かる｡このような状況でも､表-3.2に示される程度の誤差
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で､実験値と計算値が近似している事は､この応力関数ならびにこの実験方法の有

用性を示すものと思われる｡

∂α α b

B
Get

i

P

α=6.6cm

∂=1.Ocm

c=7.6cm

(7c/=26.9

p=J92.1

kd/cm2

kd/cm2

LA

図-3.4 Y軸上におけるgx拡大図

(case B載荷ステップS-2)

図-3.6 X方向応力cTx分布図

(case B載荷ステップS-2)

3.6 まとめ

図-3.5 Ⅹ方向変位U分布図

(case B載荷ステップs-2)

図-3.7 Y≧6.6cmにおけるⅩ方向

ひずみcx分布図

(case B載荷ステップS-2)

室内実験の結果をもとにき裂の進展に合わせた応力状態をシミュレーション解析

するとともに､プロセスゾーン長を逆推定することを試みた｡ 3.4節でも述べたよ

うに､解析モデルの荷重条件は実験モデルの荷重条件を厳密に表現したものではな

い｡このため､実験モデルにおける円孔上から発生した初期段階のき裂周辺の応力

および変位状態を正確に表し得たものではない｡しかし､き裂が進展し､き裂先端

と荷重作用位置が離れるにしたがい､解析モデルと近似してくるので解析解とみな
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して良いと考えられる｡その結果､本章で取り上げた実験モデルにおいては､き裂

先端の最大引張応力がき裂進展の判定要素となり､第2章で求めた関数､および有

限矩形板に対する解析手数が､破壊の数値シミュレーションに適用可能と考える｡

しかしながら､周辺の一様圧力の境界条件に対して､き裂先端が自由辺に近づく

と､本計算例のような解関数の平行移動による重ね合わせだけでは､境界条件に対

する誤差が大きくなる｡境界条件に対する誤差を縮小するには､平滑な級数解を重

ね合わせる選点法で対処可能と考えるが今後の検討課題と致したい｡

中川等の一連の研究において､重要な課題として残されていたプロセスゾーン相

当部分の長さも､バラツキはあるものの1.Ocm前後と現実的な値が得られた｡限られ

た実験例ではあるが､本実験によりプロセスゾーン長さ∂を求める方法についての

方向性を示し得た成果は大きいと考える3)｡また､応力拡大係数が支配的なパラメ

ーターとなる撤密な組織の金属材料の破壊力学に対して､き裂先端で-アークラッ

クやマイクロクラックが広く発生するような混成材料で構成されたコンクリートや

岩盤の破壊力学により適合すると思われる応力関数の有用性を示したことになる｡

亀裂の発生､進展評価の基準となる最大引張応力は､プロセスゾーンの長さbに

依存するが､個々の材料に対して基準となる∂の値はまだ得られていない｡その物

性論的な特性の把握とその長さについての実験､今後の積み重ねが課題と考える｡
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第4章 自由面に平行なき裂の解への適用例

4.1 まえがき

本章では､ 2. 5節で求めた関数を､静的破砕剤工法による岩盤掘削工法の原位置

実験に適用し､実験により求められたき裂進展およびその開口量に対してシミュレ

ーション解析を行う｡

本研究で論じている解析解は弾性理論を基本としているが､き裂先端に生じる破

壊進行領域(フラクチャ-プロセスゾーン)を表現し得る関数であるため､線形破

壊理論による変形に塑性変形相当分を加えることにより､き裂進展等の塑性問題に

適用可能なものとなる｡実施工に伴う岩盤の破砕では数cmの開口変位が発生する

ので､これを数値解析で検証するには一般的な大変形問題として取り扱わなければ

ならない｡しかし､ここでは弾性理論を基にした解析解により取り扱うのであるが､

解析モデルを工夫することにより対応可能なことを本章において示す｡

岩盤掘削工法のうち､最も経済的で一般的なものは発破工法であるが､岩盤の種

類､岩質､き裂･風化の程度等により機械掘削も-般的に行われている｡また､工

事に伴う振動や騒音が問題になる場合には､無振動無騒音工法が採用されている｡

いずれも地上の工事においては､通常一面に自由面を持つベンチカット工法が採用

される｡

中川､栖原等は､機械掘削工法の一つであるくさび貫入工法の応力解析に対して

自由面に平行な外側き裂の解を適用し､設計法を提案している｡本研究では､別の

割岩方式である静的破砕剤の最適ボアホールピッチ(以下削孔ピッチとする)を解

析的に決定することを目的に原位置実験を行い､亀裂の発生や進展の状況を計測し､

その結果とシミュレーション解析結果を比較検討した｡くさび貫入工法は外側き裂

を持つ板の強制開口問題に相当し､片側より順次施工するものである｡これに対し

て､静的破砕剤は内圧を同時に受ける多数の中心き裂の強制開口問題に相当する｡

また､くさび貫入工法は衝撃圧という動的な荷重が作用し､き裂の発生が瞬時であ

るため動弾性係数を物性値として採用しているが､静的破砕剤工法はき裂の進展が

静的(1日)であるため､静弾性係数を採用することによって好ましい結果が得ら

れた｡

4.2 岩盤破砕実俵

4.2.1 岩盤掘削工法の概要

岩盤掘削工法には､発破工法のほか数々の方法が提案実施されているが､概ね表

-4.1のように分類される1)｡工法の選定においては､対象岩盤の種類､岩質､き裂･

節理等の程度および工事環境などが考慮される｡一般的な地上の工事においては､
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通常経済性から発破工法が採用されている｡しかし堅固な岩盤に対しても､工事環

境からの騒音､振動に対する制約や､基礎岩盤のゆるみの制限等制約がある場合に

は､表-4.1の2),3)の無発破工法が採用される場合が数多くある｡

表-4.1岩盤掘削工法の分類

工法名 詳細分類

1)発破工法 a)標準爆破
b)コントロールデラスティンク寸

2)機械掘削工法 a)切削によるもの
b)フ+レ-ドによるもの

c)くさび貫入によるもの
d)リツハ○一によるもの

b)機械的打撃によるもの

3)その他の工法 a)静的破砕剤

c)ウオーターシ''エツト
d)電磁波照射

e)高温岩石溶融
f)その他

無発破工法のうち堅固な岩盤に適用可能な工法をその掘削メカニズムにより分類

すると､主にトンネルで用いられる切削方式､ブレーカーに代表され転石や2次破

砕後の′J､割りに用いられる打撃方式､および新鮮な岩盤の1次破砕に用いられる割

岩方式がある｡通常明かり工事における堅固で新鮮な岩盤に対する掘削では､割岩

工法により1次破砕を行い､その後2次破砕掘削されるのが一般的である｡代表的

な割岩工法には､くさび貫入によるもの(くさび貫入工法)と静的破砕剤によるも

の(静的破砕剤工法)がある｡ともに岩盤にボアホールを設け､そのボアホールの

内壁に押し広げる力を加えることにより､岩盤を引張破壊させるものである｡その

破壊メカニズムから効率良く割岩するために､自由面を持つベンチカット方式で施

工されるのが一般的である｡

割岩方式は､ボアホールを介して割岩力を与えるため､岩盤の強度､割岩力の大

きさ､ボアホールの径､長さおよびピッチ等が設計的に重要な要素となる｡このう

ち割岩力の大きさは､くさび貫入工法ではくさびに与える打撃エネルギーの大きさ

とくさび形状に､また静的破砕剤工法は破砕剤の性能とボアホールの径に影響され

る｡また､ピッチの大きさはボアホール間に生じるクラックの大きさに影響を与え

る｡経済性の面から言うと､特に最適なボアホールピッチの選定が重要である｡し

かしながら現状は､試験施工によるか過去の事例からの経験またはそれに基づいた

簡易式により決定されている｡本章では､静的破砕剤の最適ボアホールピッチ(以

下削孔ピッチとする)を解析的に決定することを目的としている｡
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4.2.2 静的破砕剤による岩盤破砕工法の概要

静的破砕剤は､爆薬と同じように削孔された岩盤中に装薬され､生ずる化学反応

により装薬孔を通じて徐々に岩盤中に膨張圧を加えることで､岩盤中にき裂を発生

させ岩盤を破壊するものである｡破砕後､リッビング工法等により岩盤を2次破砕

し､油圧シャベル等により掘削する｡施工法的には､通常のベンチカット工法と同

様に､一方向に自由面を配し､自由面と平行にき裂を発生させるものである｡図-

4.1に施工フローを示す2)0

静的破砕剤の主成分は､酸化カルシウムや石灰系珪酸塩塩化物で､この酸化カル

シウムが水和反応により､水酸化カルシウムに変化するとき､無拘束状態において

は約2倍の体積膨張を示す性質を有する3)｡

静的破砕剤の使用は､リッビング工法等の2次破砕を容易にすることを目的とす

るため､本工法は通常言われているき裂の平均幅として1.5cm､最小幅として1.Ocm

程度のクラックを発生させる必要がある｡破砕剤の配置を密にすれば､き裂幅も大

きく施工性は良くなるが､施工コストは増大することとなる｡このため経済性およ

び工期の面から､静的破砕剤の装薬孔の削孔ピッチの決定が､設計的には最も重要

な要素となる｡

通常､削孔ピッチおよび抵抗線長等(図-4.2参照)の寸法は､施工実績に基づき

経験的に決定されるか,または岩種により決定される常数(破壊係数K､表-4.2

参照)と削孔径dとの積で求める方法がある2)｡以下に破壊係数による方法を示す｡

L=K･d (4. 1)

ここに､ L
:削孔ピッチ(cm)

d
:削孔径 (cm)

K:破壊係数

通常､破壊係数Kについては､設計時点での決定は難しくその後の予備破砕(試験

施工)によって削孔ピッチLを決定することとなる｡
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0 0 0

0 0 0

0 0 0

L :削孔ピッチ

L' :抵抗線長

図-4.2 削孔ピッチ及び抵抗線長

表-4.2 岩種による破壊係数K

岩種 K値

軟岩(Ⅱ) 10-18

中硬岩 8-12

硬岩 10以下

4.2.3 原位置実鼓

(1)実験内容

表-4.3に施工諸元を示す｡原位置実験での岩種は石灰岩で､岩盤等級区分として

は電研式田中の分類でCM級､建設省の掘削性に基づく岩の分類で中硬岩と区分さ

れる｡本石灰岩は､頁岩中に含まれる巨大な岩塊と推定され､所々に亀裂および土

砂化している箇所が目視され､物性的にはかなりばらつきのある岩盤である｡特に

後述する実験箇所の削孔ピッチ50cmのケースでは､自由面とは反対側の装薬孔の

背面に亀裂を伴う脆弱部が認められいる｡

実験における削孔ピッチは､ 50cm､ 70cm､ 90cmの3ケースとした｡これは､

表-4.2の中硬岩の破壊係数K-8 -1 2 より前述の式(4.1)を適用し求めた削孔

ピッチL-56cm-84cmを参考にしたものである｡また削孔径は7cm､削孔深さ

は100cmである｡

図-4.3に施工配置図を示す｡各ケースそれぞれ3列配置で1列に3孔､合計9孔

を配置した｡実験場所の制約ならびに亀裂等岩盤の脆弱部を避けるため､各ケース

は隣接して配置した｡また合わせて図-4.3に変位測定位置を示す｡図の通り各ケ-

スそれぞれ4ケ所の変位測定位置を設定し､静的破砕剤充填後8､
16､ 24時間

のⅩおよびY方向の変位量を測定した｡不動点として､最端部の破砕剤位置よりY

方向にそれぞれ4m離れた点を設定した｡また､破壊完了時のき裂開口変位量とし

て､破砕剤充填後2 4時間経過時の破砕剤位置間に生じた最大き裂幅を測定した｡

表-4.3 施工諸元
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項目 施工諸元

岩盤の種類 石灰岩

削孔径 70mm¢

//ピッチ 50cm,70cm,90cm

//深さ 100cm

変位測定位置 図-13参照

//項目 Ⅹ,y絶対変位量､開口変位量

千

-- >Y

(2)実験結果

表-4.4に変位測定位置におけるⅩ､ Y方向変位量を示す｡破壊完了を充填後24

時間としその時点における変位を最終変位とした｡表より充填後8時間では変位は

全く発生せず､ 16時間経過時でほとんどの変位が発生していることが分かる｡充

填した破砕剤の膨張も､削孔径7cmに対して8時間後では変化なく､ 1 2時間後で

8cm､ 16時間後で9cmであり､その後は変化がなかった｡すなわち､割岩システ

ムとしての膨張変位は､充填後8時間から1 6時間の間にそのほとんどが発生して

いるという結果が得られた｡

破壊完了時のき裂開口変位量を図-4.4に､クラックの全体状況を写真-4.1､削

孔ピッチ50cmの場合の拡大写真を写真-4.2に示す｡また､き裂の進展状況をパタ

ーン化したものを､図-4.5に示す｡き裂は自由面と平行にしかも始めは第一列の破

砕剤充填孔を結ぶように発生し､順次第2列､第3列-と同様に進展する｡これと

同時に自由面と直角方向にも十字に格子状にき裂が発生する｡しかし､この自由面

に直角方向のき裂幅は､自由面に平行なものと比べるとその幅は極めて小さいもの

であった｡

図-4.4より判別されるように､各ケース各列中央の破砕剤位置から発生した左右

のき裂幅には､かなりばらつきがみられる｡また削孔ピッチ70cmと90cmの場合
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は､一般的に予想されるように開放面に近い列におけるき裂幅は大きく､反対側の

連続面ではき裂幅が小さくなっていることが分かる｡しかし削孔ピッチ50cmの場

合では､この傾向が逆になっている｡これは､写真-4.1 (手前側が削孔ピッチ50

cmの場合)でも認められるように､連続面側の第3列背面に岩盤の脆弱部が存在し

た結果である｡

通常2次破砕に最適と言われるき裂最′J､幅1cm､平均幅1. 5cmを基準に､最適削

孔ピッチを第2列のクラック幅に着目し判定する｡削孔ピッチ50cmでは､平均開

口幅が2. 1cmでありロスが大きく不経済であり､削孔ピッチ90cmでは平均開口幅

が0.5cmであり､ 2次破砕にコストを要し不経済である｡よって､今回の条件にお

いては削孔ピッチ70cmの場合が最も妥当であるという結果が得られた｡

表-4.4 変位測定位置での変位量の経時変化

ピヅチ
変位

測定位置

各経過時間における変位量(mm)

8hr 16hr 24 hr

Ⅹ方向変位ly方向変位Ⅹ方向変位 Y方向変位 Ⅹ方向変位 Y方向変位

50cm

50-1 0 0 +32 -10 42 ER
50-2 0 0 +23 -9 25

-4

50-3 0 0 +23 -19 23 -23

50-4 0 0 +13 -8
26

-12

70cm

70-1 0 0 +15 0 15 -3

70-2 0 0 +8 0 8 0

70-3 0 0 +2 +2 3 +4

70-4 0 0 +1 -5 2 -5

90cm

90-1 0 0 +9 +6 10 +6

90-2 0 0 +9 +7 10 +7

90-3 0 0 0 +4 0 +4

90-4 0 0 +2 +4 2 +4

Ⅹ

†
9 1 1

To
/

8 a 1

T4.
22 EEl

A

B] l掴

I｣_?..7▲_軒.
⊥⊥⊥

7.Tl9T,_?T.
4 18 7

丁 丁

1
l-■■l

3ー2ー2ー 皿■■■B]
EEl 旺】

23-27
0

図-4.4 破壊完了時(24時間後)のき裂幅
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1.第1列クラック

発生直後

H-8時間

H
:静的破砕剤
充填後の

経過時間

2.第2列クラック

発生直後

H-1 2時間

(推定値)

3.第3列クラック

発生直後

H-1 6時間

4.破壊完了

H-24時間

{ン0 {ン

0 0 0

0 0 0

図-4.5 き裂進展状況のパターン
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写真-4.1破壊完了時き裂状況

写真-i.2 破壊完7時き裂状況(削孔ピッチ50cⅢ)
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4.3 シミュレーション解析

4.3.1 解析手法

岩盤に削孔された円孔内の圧力が徐々に増大し､き裂が発生､進展する状況を解

析するため､本項では第2章で求めた式(2.13)-式(2.17), (2.19)､ (2.20)に加え

て､中川､栖原等により求められている自由辺近傍の円孔に対する解4)を適用する｡

ここでは詳細な記述は省略して結果のみを､式(4.2)､ (4.3)として示す｡

(1) 自由近傍に円孔を持つ解

a)無限板の中心にある円孔(半径r=ro)の周辺に一様圧縮力Joが作用する問

題の応力関数は式(4.2)のように表される｡ (図-4.6参照)

∇2∇2w;=o

W:=zv+♂

v=0

¢=-c'｡r.2logz

(4.2)

b)無限板の円孔周辺に一様圧縮力cToが作用する問題の Ⅹ=coにおける､せん断

応力を打ち消す応力関数は､式(4.3)のように表される｡

v2v2w3 =O

W3
=ZV+¢

2

-ro
V=

¢=

2(I-co)
2

-ro
I

2(zICo)

(4. 3)

円孔およびき裂に内圧が作用する場合の解(式(4.2)､式(2.15))とそれぞれの自

由面構成用の補正関数(式(4.3)､式(2.20))を重ね合わせることにより､静的破砕

剤によるき裂進展の状況を表現するものである｡計算結果によると､この手法では

自由面の境界条件は完全に満足するが､き裂線上の開口部における境界条件

cT,=-Uo､ r砂=0を完全には満足させ得ないことが判明した｡しかし､これらの閉

合誤差は最大応力の1割以下で滑らかな形状を持つため､関数の重ね合わせと選点

法により微少化することが可能である｡その重ね合わせの基礎となる単体の解の一

例として､円孔の場合を図-4.6に示す｡応力図はcTxについて描いたものであるた

め､ X-±α, Y=0で符号の反転した最大､最小応力が発生している｡またJ直線状

き裂に内圧が作用した場合の例は､ 2. 5節で既に示したので本節では省略する｡解

析では､内圧の作用する円孔ならびに直線状き裂の関数に､開口部に荷重を持たな

い関数を複数個重ね合わせ､境界条件を満足させるように選点法により未定係数を

決定する一般的な手法を採用した｡
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自由辺

0

a ヨ

(a) 変位 U

図-4.6 内圧の作用する円孔モデル

(b) 応力 crx

4.3.2 解析モデル

図-4.7に示すように円孔から発生したき裂が連結し､さらにき裂幅が拡大して

いく状態を表現するため､隣接するき裂の一部が重なり合うようモデルを設定した

ことが本解析手法の特徴と言える｡この方法により､実験で測定した岩盤の開口変

位と解析によるき裂の開口変位を近似させることを可能にしている｡

また開口変位と応力が共存する区間としてのプロセスゾーンの位置を､荷重の作

用位置である破砕剤近傍に配置し､載荷点近傍に応力集中が生じるようにモデルを

設定した｡これは､地表ではき裂が生じているが､地中では未だ引張り耐力を有し

ており､き裂が発生･進展しようとしている状況を表現したものである｡

具体的な解析モデルとして､図-4.5のき裂発生パターンに基づき､図-4･8に示

すような以下の3ケースとする｡

モデル1 :第1列のき裂発生直後の初期状態で､試験施工では8時間後の状態

モデル2 :第2列まで自由面に平行なき裂が発生した状態で､実験では8-16時

間の状態

モデル3 :第3列に自由面に平行なき裂が発生した直後で､実験では16時間後の

状態

ここで,自由面に直角なき裂は解析上無視し得るものとする｡なお､試験施工で

は24時間後の変位測定も行っているが､この状態については岩盤の破壊が完了し

た状態であり､このモデル化は行わない｡

59



第4章

で竺㌢-て更7･て璽7･て璽7
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図-4.7 き裂重ね合わせのモデル化

図-4.8 解析モデル

4.3.3 解析条件

岩盤の種類と力学的諸特性との関係については､種々の研究がなされているが､

必ずしも精度の高いものではない｡よって､力学的諸係数の設定は最も重要かつ難

しい問題であり､力学的諸係数の設定の精度の向上が重要であるといえよう｡

本解析において最も重要な力学的ファクターは､岩盤の静弾性係数であろう｡当

係数の決定の方法としては､ジャッキ法等の静的載荷試験結果を用いるのが最良で

あるが､これがない場合には､岩種､電研式田中の分類､建設省の掘削性に基づく

岩の分類(軟岩,中硬岩等)等に基づいて､岩盤等級区分と物性値(岩盤の静弾性

係数等)の関係より推定することが出来る5)｡

前述の実験内容で記述したように､対象岩盤の岩盤等級はCM級であり､上記の

関係より岩盤の静弾性係数は､ 15,000 -40,000kgf/cm2 である｡本岩盤は空洞お

よび割れ目の多い石灰岩であることを考慮し､静弾性係数を20,000 kgf/cm2と低

めに設定する｡また､岩盤のポアソン比については､自由辺方向の変位に大きな影

響を及ぼさないと考えられるので､ここではポアソン比γ-0･2と仮定する｡

静的破砕剤の膨張圧の経時変化については､メーカーの技術資料2'と実験の行われ

た季節を参考に以下のように仮定した｡荷重載荷幅は､実験結果より8時間後で

60



第4章

7･Ocm､ 1 2時間後で8.Ocm､ 1 6時間後で9.Ocmとした｡

削孔径7･Ocm (破砕剤使用量15kgf/m3､時期夏期)の場合の膨張圧の経時変化は､

以下の通りである｡

破砕剤充填後 8時間

同 上 12 時間

同 上 16 時間

同 上 24時間

4.4 解析結果と考察

200 kgf/cm2

250 kgf/cm2

300 kgf/cm2

400 kgf/cm2

削孔ピッチ70cmのモデル1からモデル3の解析結果のうち､ Ⅹ方向の変位と応

力を図-4･9-図-4.11に示す｡また､各削孔ピッチのモデル3のⅩ方向変位と応力

を図-4･12-図-4.14に示す｡解析領域全体を図化したため､き裂先端の応力形状

は折れ線状であるが､メッシュを細かくすることにより平滑化することは可能であ

る｡各図においてはき裂の開口と応力集中の状況を示すことが目的であるため､詳

しいスケールは省略する｡

き裂発生直後のき裂先端の応力は､削孔ピッチに拘わらずモデル1で90kgf/cm2､

モデル2で98 kgf/cm2,モデル3で120kgf/cm2であった｡これは通常の中硬岩で予

想される引張強度を大きく上回り､割岩とき裂進展に必要な応力が発生していると

いえる｡

変位図 U (x方向変位)

弾性係数 E 20.000kgf/cm2
ホ●7ソン比v 0.2

削孔ヒ●ッチ 0. 7mxO. 7m

削孔径 70mm

フ●ロセスソ●-ン50mm

作用力 200kgf/cm2
荷重載荷幅 78mm

応力図 αx (x方向応力)

図-4.9 モデル1 (削孔ピッチ70cmの場合)の解析結果
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変位図 U (x方向変位) 応力図 qx (x方向応力)

図-4･10 モデル2 (削孔ピッチ70cmの場合)の解析結果

ホ●ァソン比v o.2

削孔ヒ●ッチ o. 7mxO. 7m

削孔径 70mm

フ●ロセスソ◆-ン50mm

作用力 300kgf/cm2

荷重載荷幅 90mm

弾性係数E 20,000kgf/cm2

応力凶 qx (x方向応力)

図-4･11モデル3 (削孔ピッチ70cmの場合)の解析結果
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x 自由辺

く> く> 宅>

000

000

変位図 U (×方向変位) 応力図 αx (x方向応力)

図-4.12 モデル3 (削孔ピッチ50cmの場合)の解析結果

変位図 ∪ (x方向変位)

弾性係数 E 20,000kgf/cm2
ホ●7ソン比L/ 0.2

削孔ピッチ

削孔径
フ●ロセスソ●-ン
作用力
荷重載荷幅

0.7mxO.7m

70mm

50mm

300kgf/cm2
90mm

応力図 orx (x方向応力)

図-4.13 モデル3 (削孔ピッチ70cmの場合)の解析結果
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変位図 U (x方向変位)

弾性係数 E

ホo7ソン比v

削孔ヒ●ッチ
削孔径

フ●ロセスソ●-ン

作用力

20. 000kgf/cm2

0.2

0.9mxO.9m

70mm

50mm

300kgf/cm2
荷重載荷幅 90mm

図-4.14 モデル3 (削孔ピッチ90cmの場合)の解析結果

表-4･5に各削孔き裂における第2列目の開口変位量の計算値と実験結果の比較

を示す｡計算値における最大値は､載荷点位置での変位量であり､最小値は各載荷

点の中間点での変位量である｡開口変位量の平均値に着目すると､約5割実変位量

の方が大きい結果となっている｡

この理由については以下の事が考えられる｡

1)き裂等脆弱部を含むため､原地盤全体の弾性係数としては､コア試験等で得ら

れる弾性係数より値が小さくなる事｡

2)破壊進展に伴い岩盤の弾性係数が低下する事｡

3)解析値は､クラック発生時(16時間後)の弾性変位量であるのに対して､実

験結果は24時間後の破壊完了時の変位量である事(24時間後の破壊完了時

はモデル化していない)
｡ただし､変位が1

6時間でほぼ終了している事から,

この差は少ないと思われる｡

表-4.5 開口変位量Uの比較(E = 20,000 kgf/cm2)

ピヅチ

(cm)

E

(kgf/cm2)

U(cm)解析結果 U(cm)実験結果

最大値 最小値 平均値 左側 右側 平均値

50 20,000 1.4 0.8 1.1 1.3 2.9 2.1

70 20,000 1.3 0.7 1.0 1.9 0.9 1.4

90 20,000 1.2 0.6 0.9 0.4 0.6 0.5
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ここで､弾性係数値20,000kgf/cm2を13,000kgf/cm2に低減した時の変位量を表-

4.6に示す｡その場合の開口変位量は､ほぼ測定値のオーダーとなる｡削孔ピッチ7

ocmの場合では､き裂最小幅が1.Ocm､き裂平均幅が1.5cmとなり､経験的な削孔ピ

ッチ選定条件に一致する｡しかしながら実験結果と比較し,解析値は削孔ピッチに

ょるき裂幅の差が小さく､最適削孔ピッチの判定と言う点では十分な結果は得られ

ていない｡これは､解析モデルにおいてき裂長を変化させることで､より実測値に

近い値を求めることは可能と考える｡

表-4.7の変位測定位置(50-3, 50-4, 70-1, 70-2, 90-1, 90-2)での1 6時間後

の変位量に対して､解析解と実験結果との比較を示す｡解析値においては､弾性係

数値E-20,000kgf/cm2と13,000kgf/cm2の2ケースについての結果を示す｡実測値

に対する計算値の変位量は､ E-13,000kgf/cm2の場合でも､ 6 0%程度と′トさな値

となった｡

これは､実験では図-4.3に示した通り､各ピッチのケースを隣接して行っている

ため､相互の影響が出ているのに対して､解析値は各ケース単体で行った影響と考

えられる｡しかしながら削孔ピッチ90cmの場合の実験値では､表-4.7における変

位量が表-4.5の開口変位量より大きくなっていることからも判るように､不均質な

岩盤の実際の塑性挙動を､解析によりすべて一致することを期待するのは難しいと

言える｡

今回は､割岩力に関係する破砕剤の膨張圧および削孔径を一定として､削孔ピッ

チとき裂幅の関係のみに限定しシミュレーション解析を行った｡また岩盤に関して

も､均質な等方性岩盤として,一様な静弾性係数のみで評価した｡設計方法という

観点からすれば､これらの点をも含めより詳細な検討が必要となろう｡しかしなが

ら､破壊進展に伴い対象岩盤の静弾性係数が低下することを考慮することにより,

本研究における解析法は､発生するき裂の進展状況とその大きさをある程度表現し

得ると言える｡今回の事例では､当初仮定した弾性係数値の62%となったが､今

後計測例を増やすことにより､き裂の進展とその大きさの予測さらに本工法におけ

る最適削孔ピッチ決定の一方法として有効になり得ると考える｡

しかしながら､設計上必要となる削孔ピッチとき裂幅の関係では､解析値は実験結

果程大きな差を表せておらず今後の課題と言える｡

表-4.6 開口変位量Uの比較(E
= 13,000 kgf/cm2)

ピッチ

(cm)

E

(kgf/cm2)

U(cm)解析結果 U(cm)実験結果

最大値 最小値 平均値 左側 右側 平均値

50 13,000 2.1 1.2 1.7 1.3 2.9 2.1

70 13,000 2.0 1.1 1.5 1.9 0.9 1.4

90 13,000 1.8 0.9 1.3 0.4 0.6 0.5
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表-4.7 1 6時間後の変位測定位置での変位量Uの比較

ピッチ

(cm)

U(cm)解析結果 U(cm)実験結果

E=20,000

(kgf/cm2)

E=13,000

(kgf/cm2)
左側 右側 平均値

50
0.7 1.1

(50-3)

2.3

(50-4)

1.3 1.8

70
0.5 0.8

(70-1)

1.5

(70-2)

0.8 1.2

90
0.3 0.5

(90-1)

0.9

(90-2)
0.9 0.9

4.5 まとめ

本解析法により求めた開口変位量および自由面方向-の変位量は､対象岩盤の静

弾性係数を低減することにより､実験結果の状況をほぼ表現し得たものと思われる｡

研究対象の特性からも計測値と解析値が精度良く一致することは期待するべくもな

いが､本文に報告した程度で近似させ得たことは2. 5節で求めたき裂関数の有用性

を示すものであろう｡

従来の設計法における式(4.1)の破壊係数Kについては､例えば中硬岩の場合は8

-1 2と大きな幅をもっているため､試験施工によって削孔ピッチを決定するのが

通常である｡それに対し本解析法は､弾性係数の低減率の決定方法等について今後

さらに研究を積む必要はあるが､試験施工によらず削孔ピッチの決定を可能にする

一方法と認められる｡

本研究では､静的破砕剤の特性から岩盤の静弾性係数を用いたが､くさび貫入工

法では､その特性から動弾性係数を採用している｡いずれも本来3次元の力学問題

ではあるが､大胆な2次元のモデル化を行い､線形弾性破壊力学理論に則したプロ

セスゾーンを持つ専用のき裂関数により解析したものである｡完全に開口した塑性

状態のクラックを､弾性解で表現することには矛盾があるように思えるが､簡便に

破壊時の大変形問題を表現し得ることが本解析法の特徴と言える｡境界要素法的な

理論であるためプログラムは多少複雑になるが､プログラムディスク1枚をノート

パソコンにセットするだけで､実行は容易である｡入力データは､岩盤の物理常数､

膨張圧､削孔径と位置､重ね合わせるき裂関数の種類と位置､選点位置における境

界条件だけである｡有限要素法のような膨大なデータや計算を伴わないで､ 1ケー

ス5分程度で処理され､本文に示した変位･応力図を簡便に出力できるため､現場

事務所においても十分活用可能である｡
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第5章 円孔周辺の放射状き裂の面内問題解析

5.1 まえがき

近年､都市の過密化あるいは高度化に伴って老朽化したコンクリート構造物の解

体あるいは岩盤の振削に静的破砕剤の使用が増加してきた｡また､コンクリート中

にある鉄筋の中性化による錆やアルカリ骨材反応等によって､コンクリート片が剥

落するケースが多く見られるようになってきた｡これらは､いずれも内部膨張によ

るき裂の発生が主たる原因であることは疑う余地もない｡したがって､コンクリー

トの膨張圧による破壊条件の解明を行うことは､解体作業における施工計画の効率

化や材料特性の改善を図る上で重要な検討課題であると言えよう｡膨張圧によるき

裂発生のメカニズムを研究した実験あるいは解析には次のような例がある｡

例えば,原田1)は､無筋および鉄筋コンクリートを破砕するために､静的破砕剤

を用いて膨張圧による破壊を検討している｡中空円筒の供試体を用いた広範囲な実

験および解析的研究から､有効な破砕剤投入の穴間隔や配置を決定するための基礎

的知見が得られている｡伊良波2)は､原田の行った多くの実験結果には､活用した

供試体の内径と外径の比に対するコンクリートの破壊圧力の大きさにバラツキが見

られることを指摘している｡その原因を検討するために､破壊力学的な手法の一つ

である引張軟化則を考慮した有限要素法を用いて検証を行っている｡数値解析の結

果､破壊圧力のバラツキの原因は､円筒に生じたき裂の数と円筒の寸法および引張

軟化曲線の形状によるものであると結論付けられている｡このような問題の解析に

は有限要素法が活用されることが多いが､引張軟化特性を表現するためバネ要素を

どのように設定するかという問題や要素分割数の制約等解析法特有の問題が詳細な

応力集中の追求の支障になり勝ちである｡

本章では､コンクリートのき裂先端の破壊遷移区間(プロセスゾーン)をマクロ

に開口変位として表現し得る応力関数を活用して､円孔周辺の放射状クラックを解

析する手法を導き､き裂のパラメータの変化による応力集中の特性を容易に求め得

るようにした｡

このき裂開口関数の適用にあたっての主な留意点はつぎのような点である｡本解

析法はいくつかの線形独立なき裂開口関数を重ねる境界要素法的なものであるから､

関数が多い程境界条件の選点の自由度が高くなる筈であるが､中心の円孔の境界条

件(応力解放､一様内圧作用あるいは一様の変位拘束)と放射状のき裂の境界条件

(開口と応力解放)との相互干渉の効果で応力集中や応力や変位の閉合誤差(残差)

に不自然な大きな振動成分が現れる可能性が高い｡この間題は選点法と応力の曲率

(2階微分)の自乗和最小化(最小自乗法)で解決されることを示す｡応力分布図

の上で判定する限りはき裂の境界条件が良好な状況で満足されているという状態に

した上で､き裂数やプロセスゾーンの長さ等のパラメータと応力集中の大きさの関

連を求めてその特性を例示する｡計算例は､破砕剤を使用したコンクリート構造物
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の解体等の実施工で活用し得るようなデータを導くことを目標としているので､円

孔を有する無限弾性板に外部拘束に相当する圧縮応力が作用するモデルを対象とす

る｡その他円孔半径の増加による寸法効果等の計算結果も示しているが､本解析法

では有限要素法の分割数の制約に阻まれることはないのでパラメータの微′J､変化に

対応して滑らかな応答結果が得られることが特徴である｡

5. 2 円孔周辺に放射状(半径方向)き裂を構成する各種応力関数

の定義

本章では､ 2.3.2項の式(2.15) (5.2.5項に再掲する)に加えて以下に示す4

つのタイプの応力関数を活用する｡各タイプとも応力関数だけを示して応力あるい

は変位成分は示していないが､応力関数を式(2.2)に代入することにより求められる

ので割愛する｡

5.2.l
一様応力が作用する円孔の無い無限版

図-5･1に示すように､円孔の無い無限弾性板に無限遠方(zうCX,)で一様引張り応

力(Jxlz→-=cT,lz→-≡go)が作用する応力関数は次のように与えられる3)｡

Wl
=ZV-(I)+¢1(I)

vl(I)-号z
¢l(I)=0

図-5.1 円孔なしの無限板
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5.2.? 円孔周辺に一様内圧が作用する無限板

図-5.2 に示すように無限弾性板の中心に半径㍍の円孔を持ち､円孔周辺に一様

な内圧(引張り応力cTl)が作用する応力関数は式(5.2)のように表される3)0

W2
=ZV2(I)+Q2(I)

v2(I)=0

¢2(I) =Jl ra2 logz

図-5.2 一様内圧が作用する円孔を有する無限板

(5.2)

5.2.3 面内引張り型き裂開口形状を構成する応力関数

平滑化のための重み関数として式(5.3)に示すような4次式を採用する｡またその

形状を図-5.3に示す｡

p4(i)-;(i-a)2(i-a-b)2
'5･ 3'

重み関数p4(i)は両端(i-a, a+b)で0の重根になれば応力集中の形状が滑らかな

ものとなる｡重み関数を用いて積分し応力を平滑化するという手法は､あたかも他

の弾性学の問題で､集中荷重による応力分布の解を積分して分布荷重によるものに

置き換える手法に対応するものである｡

図-5.4に示すようにY軸に沿って原点を中心に長さ2aの開口を持ち､両端に異

なる長さのプロセスゾーンbl, b2を伴うき裂を有する無限板がモードⅠ型(面内引

張り型)の力を受ける問題の応力関数は､式(2.8)で定義された重み積分法に式(5.3)

に示した4次式重みを代入して積分することにより､式(5.4)のように表される｡
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図-5.3 重み関数の形状

一ー

⊂ヨ

E=

国l■■■■Ⅸヨ
0:t

J=∋

国

0:t
一ー

-...■ー>■.

EI

⊂コ

N

I........1

__亡⊃

Ei

-........-I■.

Ut 0:t

■ヨ

･■ト.....-

E=

E=

図-5.4 面内引張り型き裂形状を有する無限板

W, =zV,(I)+◎,(I)

V,(I) = f.(I)
/

◎',(I)= zV, (I)-V,(I)= zf.'(I)-f.(I)

ここで､ f.(I)は以下に示す4次式重みを採用した重み積分である｡

f.(I) =
-900

(b.b2)5
Iaa'bl(i.-a)2(tl-a-b.)2

xlaa'b2
(t2-a)2(t2-a-b2)2

=c. h. (I,a,b.)×g.(I,a,b2)

I-it2 dt2

ただし､ c4, h4(z,a,bl),g4(I,a,b2)は次のように与えられる｡
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- 900
C4

(blb2)5 'llL;;二
h4(z,a,bl) = ib.2((I+ia +ibl)7/2 -(z+ia)7/2)

-;bl"z･ia･ibl)9/2
I(z･ia)9/2)

-1芸((z･ia･ibl)ll/2
-(z･ia)ll/2)

g4(z,a,b2)
=

-ib22((z+ia+ib2)7/2 -(I-ia)7/2)

一言b2((z-ia-ib2)9'2
I(I-ia)9/2)

･,i"I-ia-ib2)11'2-(z-ia)1./2)

(5.6)

仮定した種々の重み関数の中で4次式重みを採用した理由は2つある｡一つは中

川等の過去の研究成果によると､き裂先端の応力分布と開口形状を滑らかなものに

するのは高次の重み関数であることが判明している｡本研究では微小なき裂であり､

滑らかな開口形状を有する状態を想定するので4次式重みを活用するのである｡も

う一つは､式(5.6)に見られるように4次式重みで積分した結果は､係数のみが異な

る同型の関数h4とg4の積として構成されるため､プログラム作業が簡素化される点

である｡なお､式(5.4)中の関数◎はWestergaard方式(式(2.3))に従ったVの従

属関数であるから､ Y軸上に目的とするき裂の開口が形成されるのである｡

5.2.4 面内曲げ型のき裂開口形状を構成する応力関数

図-5.5に示すようにY軸上の原点を中心にき裂開口長さ2αの面内曲げ型開口を

持ち､両端に異なるプロセスゾーン長さbl,b2を有する無限板の応力関数は､式

(5･7)のように表される｡この関数は図-5･5に示すように､
γ>0領域では図-5.4

と同じ面内引張り型き裂形状を呈し､γ<0領域の開口形状は両側のき裂面が交差す

る(き裂面が互いにめり込む)｡ただし,この関数は本研究で対象とする2種類の解

析モデルにおける開口形状を実現するための非対称食い違い問題の一つの解である｡

しかし実際には引張り型の解と重ね合わせて活用されるので､結果的には解析モデ

ルの開口部はくい込みにはならず非対称開口(放射状き裂では特に有効)が実現さ

れることになる｡

w.
-妄v.(I)+◎.(I)

V.(z) =

zf.(I)

◎1(I)=zV:(I)-V.(I)
=

z2f.'(I)
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M
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図-5.5 面内曲げ型き裂形状を有する無限板

式(5.4)と式(5.7)に関連したものでプロセスゾーンの等しい場合は､既に栖原･

中川等の研究4)において定義し活用されている｡さらに6次式重みによるものは前

田5)によって導かれているが､本文で導いたものは面内問題で平滑な応力となる最

低次の重み関数で放射状(半径方向)き裂の解析にも適用できるように改良を加えた

ものである｡式(5･4)と式(5･7)の主な相違点はf4(I)とzf4(I)の項である｡ Y軸上

ではz=iyとなるので､ f4(I)による対称的な開口形状をzf4(I)によって逆対称型の

開口に変換することになっているのである｡すなわち､簡単な代数関数f4(z)を工夫

して､その関数の応力特性がき裂線上(Y軸上)で､せん断力(Tサ)が0､応力Jxが

Iyl>aにおいて対称分布形状を示すものならば､複素変数zを乗じることにより逆

対称の応力分布を実現することができる｡これは複素関数の特性を利用した常套手

段である｡このように境界条件を満足する基礎となる代数関数の一つを見つけだす

ことができれば､非常に簡単な操作(この場合はZを乗じている)を施すことにより､

全く異なる関数の特性(応力や開口形状の特性)に変更することが可能となる｡こ

のことは従来から活用されている数値解析的な手法とは異なり､本研究を含めた中

川等の手法の大きな特徴の一つである｡

定義したこれら2種類の開口関数と類似する低次の重み関数によるものは､開口

部における応力の条件(cTx=T,y=0)を満足していることを栖原･中川等の報告4)で

示してある｡本研究ではこれらの関数を多数重ね合わせて円孔の外側に等間隔に放

射状(半径方向)のき裂が発生する問題の解を構成するのである｡

5.2.5 面内強制開口外力による応力関数

無限板内の直線状き裂を押し開く一様分布荷重pによる応力関数は､ 2.3.2項

で求めた式(2.13)-(2.15)により表わされ､本章の放射状き裂にも適用する｡

本章で示した式(5.1),(5.2),(5.4),(5.7)と式(2.15)を重ね合わすことにより､目的

とする放射状き裂の解を求めることができる｡以下に式(2.13)-(2.15)を『5とし
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て再掲する｡

w5-;v5(I)+◎5(I)ここで､ ¢"5-ZV･･5

v5(I,S,t,-

B(vo(I,soI;,a･b)

-vo(I,soI;,a)

-vo(I,so一言,a･b)
･vo(I,so-;,a)

ここでBおよびVo(I,s,i)は次のように表される｡

pps 2 p

87TC 87TCb (2a + b)

W)(I, s, i) [(t2(s･iz,I?z3)

log〈lt.'tl;:ゴ琵ま案)
-?(t2

･ z2)3/2log i;≡宗)
･ i(s-

iz)3log(Ji37J六7)

一坐log(s.
iz)

3

･与(s
I 3iz)Jf7Jf77

一志(s-iz)3一志(s･iz)3

･i(s･iz,2･2sz2]
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5.3 解析モデル

コンクリート構造物の解体では静的破砕剤などの薬液を注入して､その膨張作用

によって破砕する例が近年見られるようになった｡静的破砕剤を使用するにあたり､

最初にある一定の間隔で先行削孔を行い､そこに薬液を充填して経時変化による構

造物の破砕状況を観察してみると､削孔間隔による破砕状況にばらつきが見られる

ものの､削孔の円周方向に対して直角(半径方向)に90o 間隔で4方向の破断が見

られることが多い｡本研究では膨張圧によるひび割れ発生メカニズムを検討するた

めに､図-5･6に示す解析モデルを対象とする｡すなわち､実験で観測される破砕

剤による破断状況が4方向のき裂であることから､本研究では断らない限り､円周

方向に対して直角に90o の間隔で4本のき裂が発生するモデル(以後放射状き裂と

仮称する)を解析対象とする｡

ここでは､無限遠方で一様圧縮応力Joが作用する場合としているが､以下に示す

2ケースの状況を想定しているからである｡ 1つはコンクリート構造物に静的破砕

剤を適用する場合であり､スラブや壁板など板要素部材は結合(もしくは連結)さ

れている状態で破砕剤が使用される場合が多い｡このとき､連結部材によって一様

圧縮応力が作用している状態とみなすのである｡また､静的破砕剤の別の使用法と

しては､発破を使わない岩盤掘削工法-の適用が考えられる｡この場合は周辺の岩

盤による拘束を無限遠方で一様圧縮力が作用した状態を考慮に入れたモデルと考え

るべきであろう｡

図-5.6 静的破砕材に対する解析モデル
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図-5.7 鉄筋の腐食膨脹に対する解析モデル

図-5.7に示す解析モデルは､図-5.6のモデルに対して次の点が大きく異なる｡

図-5.6 のモデルは円孔周辺に膨張圧相当の応力として､放射(半径)方向に一様圧

縮応力qlが作用するき裂モデルである｡したがって､円孔領域内は薬液を充填され

る空洞領域であり,その領域ではqlの大きさを指定することは可能であるが､変形

には何の拘束も指定しない｡このため､図-5.6に示すように円孔中心から放射(半

径)方向に押し広げられたようなき裂開口形状を構成するのである｡これに対して､

図-5.7の解析モデルは､円孔周辺の円周方向の変形は固定(vβ=0)されている状態

であるにもかかわらず､放射(半径)方向の変形〝rは一様伸縮として指定が可能なモ

デルである｡これはあたかも円孔部分に鉄筋が装填されている状態で､鉄筋の腐食

膨張による体積増加によって-アークラックの発生を想定していると考えられよう｡

あるいは､円柱などで変位拘束を受けた平板が乾燥収縮を受けて放射状(半径方向)

のき裂が発生する状況を想定している｡

想定した2種類の割裂機構には上記の理由から､いずれもある一定の圧縮力が作

用している｡このような境界条件の中で薬液の膨張圧によるき裂進展や腐食膨張に

よるき裂発生のメカニズムを検討することは､膨張劣化機構を解明する重要な研究

課題である｡

5.4 解析方法

5. 2節の諸応力関数を組み合わせて円孔周辺の放射状き裂のモデルを解析する

ために､本研究では次のような手法を採用している｡

1)一様応力状態の応力関数と内圧を受ける円孔の応力関数を要素関数Wj()として

選ぶ場合は､そのまま未定係数Cノを乗じて採用する｡
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2)放射状き裂を構成するために開口関数(式(2.15),式(5･4)-式(5･7))を活用す

る場合は次のようにして要素関数Wj()を構成する｡まず正のY軸を放射状き裂

線として､開口長さaと両端のプロセスゾーンbを適宜に選んだ開口関数を､

この線上に1つ配置する｡次に他の等間隔に配置される放射状き裂線上-､こ

の関数を平行と回転の移動で重ね合わせる｡このようにしてNL本のき裂線上-､

等サイズの開口を放射状に配置したものを1つの要素関数W,I()として､未定係

数Cノを乗じて解として重ね合わせる｡

3)放射線上では､同種の開口関数でも開口の中心位置や長さαあるいはプロセス

ゾーン長さbが異なるものは線形独立とみなして良いので､解を構成するため

に必要と思われるだけパラメータの異なるものを重ねることが許される｡解は

W=∑(CjXWj())となる｡
4)解としての放射線上の開口部は､各要素関数の開口部の共通部分となり､プロ

セスゾーンは要素関数の∂で覆われた部分となる｡

5)未定係数の決定法は次の2つの部分で構成する｡第1は選点法であってY軸上

の開口部では2個以上の点で応力条件(cTc=T,o=0)を設定して､円孔周辺では

応力や変位の条件(cr,=qo or u,=uo)を満足させる｡遠方の周辺で変位や応力

の値を拘束する選点を行うのは任意である｡

6)第2は最小自乗法であって､プロセスゾーン部分の応力の曲率(∂2Jo/∂,2, ,:

放射(半径)方向長さ)の自乗和､あるいは中心の円孔周上の応力や変位の指定値

からの残差の自乗積分を最小化する一般の最小化条件式である｡これらの条件

式の数が未定係数の数と一致するようにするのであるが､サイズの異なる多く

の要素関数を重ねて選点法だけで未定係数を決定すると､開口線上の開合誤差

に振動が現れたり､応力集中に不自然な変動成分が現れる｡プロセスゾーン部

分の応力の曲率自乗和最小化条件によって解の整合性が向上し､極めて滑らか

な応力集中が得られる｡

図-5.6に示すように円孔周辺とき裂開口部が交わるモデルでは､同図に併記し

たように180o の偏角を持つき裂線に共通の長い開口のクラックと個別で円孔内に

一方のプロセスゾーンが入り込むもの(円孔内では如何に乱れても無関係)を設ける｡

図-5.7に示すように円孔周辺の変位(u,=uo, vc=0)が拘束される場合は､図中に

併記したように円周と要素関数のプロセスゾーン先端が交叉しないように配慮する｡

変位拘束という建前からプロセスゾーンの開口が円周と交わらないようにする｡要

素関数としての面内曲げ型き裂関数の開口部片側のめり込み(負の開口､但し､

cTc=T,e=0)は､面内引張りの要素関数の開口と重ね合わされて正値の開口となり､

対象としているモデルのすべての開口部でくい込みは生じないことが確認された｡

モデルの開口部の応力0の条件が極めて精度良く満足されている｡この理由は､要

素関数の開口部は完全な開口条件(c'x=Tサ=0)を満足していることと､これを放射

状き裂線上-いくつか重ね合わせても､モデルの開口部を要素関数のプロセスゾー

ンの応力集中で乱さないように要素関数の開口長さを適切に選び得ることである｡
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5.5 数値計算例

本研究では図-5.6､図-5.7に示す2種類の解析モデルに対しての数値計算例を

示す｡数値計算例により求めた応力と変位の状態を､図化することにより解析法の

特性を調べることとする｡

要素関数は重調和関数であるから2次元問題の解であることには異論がない｡し

たがって､これを重ね合わせて目的とする境界条件を満足させることができれば正

解と認められる｡図上で条件の整合性を確認することがここに得られた関数が正解

に近似している程度を確認することになる｡その妥当性を確認するために､ 2次元

の応力および変形状態を描画して開口部の境界条件が乱れていないことを検証する｡

5.5.1き裂4本のモデル

解析条件は,き裂長さ2a-0.9cm,プロセスゾーンb2=0.05cm､円孔半径ra=1.Ocm､

円孔周辺に作用する膨張圧に相当する一様圧縮応力は､ Pu=11 kd/cm2､母材側の

無限板の弾性係数E=210,000kd/cm2､ポアソン比v=0.167とする｡また､完全に

開口しているき裂長さ(2a部分)とプロセスゾーン(b2部分)は､発生するき裂全

てに共通で同一長さとする｡すなわち､全て同一長さのき裂が放射状(半径方向)に

発生するものとする｡

求めた結果のうち放射状き裂近傍の領域(r=1.Ocm-2.15cmの範囲)における変

位γβの状態を図-5.8および図-5.9に示す｡応力分布に関しては､次項で詳細な

検討を行うため割愛する｡

図-5.8 vβ 図-5.9 vβ拡大図

5.5.2 き裂3本のモデル

図-5.7 に示す解析モデルにおいて､き裂長さ2a=8.0 cm､プロセスゾーン

bl=b2=1.0 cm､き裂を3本として計算した変位u,,vcと応力q,,Jc,T,cの状態を図

-5.10-図-5.17に示す｡このとき､重ね合わせに用いた要素関数の数､種類､配
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置と未定計数値は表-5.1､表-5.2に示すデータを活用して計算した｡なお､母材

の物理定数および荷重条件は､ 5.5. 1項の条件と同じである｡

表-5.1円周上で完全な開口を示すモデルの入力値と

未定係数Cj(k) (図-5･8､図-5･9参照)

円孔半径㍍(cm) 1

重ね合わせる要素関数の数 4

要素関数
入力データ 未定計数値

Cj(k)Yc(cm) α(cm) あ(cm) ∂2(Cm)

W1 -4.628

W2 1.45 0.45 0.03
-0.405

W3 1.45 0.45 0.03 0.03

W4 1.45 0.45 0.05
-0.0264

Wl
:一様応力が作用する円孔の無い無限板

W2
:一様内圧が作用する円孔を有する無限板

W3:面内引張り型クラック形状を有する無限板

W4:面内曲げ型クラック形状を有する無限板

Yc
:円孔中心から各要素き裂の中心までの距離(cm)

2α
:き裂長さ(cm)

bl,b2
:プロセスゾーン長さ(cm)

Cj(k) :未定係数値

表-5.2 円周上で閉じた開口を示すモデルの入力値と

未定係数Cj(k) (図-5.10-図-5･17参照)

円孔半径㍍(cm) 10

重ね合わせる要素関数の数 5

要素関数
入力データ 未定計数値

Cj(k)Yc(cm) α(cm) あ(cm) ∂2(Cm)

W1 25.976

W2
-0.274

W3 15 4 1 0.6 0.361

W3 15 4 0.85 1 1.174

W4 15 4 1 0.8 0.0237

ただし､これらの解析結果はき裂近傍の開口や応力の特性を表示することが目的

であるから詳しいスケールは省略するが､開口量や応力の最大値を図中に示す｡膨

張剤が充填された円孔の円周上に発生する開口は､完全な開口を示すもの(図-5.8､
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図-5.9参照)であり､鉄筋などの剛な材料が円孔に装填されて､腐食膨張によっ

て体積増加が発生して-アーき裂を形成する場合の円孔上の開口は､円周上で閉じ

た開口の場合である(図-5.16､図-5.17参照)
｡閉じた開口を示す場合のき裂部

分の応力は､次のような特性が見られる｡すなわち､ cTcは図-5.13 に見られるよ

うに､き裂部分では応力は0､プロセスゾーンで引張応力が見られるが､ cT,はき裂

部分で圧縮応力が現れている(図-5.11参照)
｡これは体積増加によって放射方向

にひずみが増大している状況にあることと､円孔周辺に回転角方向の変形がき裂部

分で拘束(vc=0)されているため､ g,の円孔周辺に圧縮応力が作用したためと考え

られる｡

図-5.10 J,

図15.12 cTo

図-5.1l o･,拡大図

80
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図-5.14 T,e

図-5.16 vβ
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5.6 各パラメーターが応力集中に与える影曹

本節では,き裂長さ2(!､プロセスゾーン長さ∂､き裂本数〃の変化が最大応力に

与える影響について検討する｡対象とするモデルは､図-5.6の円孔周辺で開口す

るモデルを基本とする｡図-5.7の円孔周辺でき裂が閉塞するモデルによる解析結

果は､図-5.6の解析モデルとほぼ同様な応力集中の傾向が得られることが判明し

たため割愛する｡

5.6.1各パラメーターの変化と計算ケース

計算は以下のケースについて行うが､母材の物理定数､荷重条件､および円孔の

半径は以下の通りであり､各ケース共通である｡

板の物理定数:弾性係数 E-210,000kgf/cm2

ポアソン比 γ=0.167

荷重条件 :一様分布荷重 Pu=-1kd/cm2

また､完全に開口しているき裂長さ(2α部分)とプロセスゾーン(∂2部分)は､

発生するき裂全てに共通で同一長さとする｡すなわち､全て同一長さのき裂が放射

状(半径方向)に発生するものとする｡

計算ケース

1)基本ケース :き裂半長さ
α =0.05cm

プロセスゾーン長さ b2 = 0.25cm

円孔の半径 ㍍
= 1.Ocm

き裂本数 〃 =4本

2)ケース1

3)ケース2

プロセスゾーン長さ∂2のみが変化するケース

プロセスゾーン長さ b2 = 0.025-0.45cm

き裂半長さ α
= 0.05cm

円孔の半径 ㍍ = 1.Ocm

き裂本数 〝 =4本

き裂半長さαのみが変化するケース

き裂半長さ α
= 0.05-0.9cm

プロセスゾーン長さ b2= 0.05cm

円孔の半径 ㍍
= 1.Ocm

き裂本数 〝
=4本
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4)ケース3

5)ケース4

き裂本数が変化するケース

き裂本数 〃 =4-16本まで変化

き裂半長さ α
= 0.2cm

プロセスゾーン長さ ∂2 = 0.05cm

円孔の半径 ㍍
= 1.Ocm

円孔半径㍍を変化させるケース

円孔の半径 ㍍
= 1-7cm

き裂半長さ α
= 0.2cm

プロセスゾーン長さ b2 = 0.05cm

き裂本数 〝 =4本

5.6.2 計算結果および考察

1)基本ケース

き裂線に沿うプロセスゾーン近傍の応力度J9と開口変位veを図-5.18 に

示す｡図-5.18の解析結果から,重み積分法によって平滑化された応力分布

と滑らかな開口変位が共存するプロセスゾーンが構成されていることが判る｡

[×10~6cmコ

′ヽ

･R
哩

#
也
臣萱
I

ヽ_′

コ

D<

＼
q)

ら

図-5.18 プロセスゾーン近傍の応力及び開口変位

2)ケース1

図-5.19はき裂長さα/㍍を0.05一定の条件下で､プロセスゾーン長さとし

てb2/Taをo.45-0.025まで変化させたときのき裂線上cTcの応力分布を示し

た図である｡プロセスゾーン長さb2の減少と共に応力集中が増大しているこ

とが認識できる｡これは極限としてb2が0に近づけば､式(2.7)の重み積分を

実行しないことになり､結果として式(2.6)に示すWestergaardの応力分布に

漸近することになることを示している｡また､プロセスゾーンから離れるに

つれて､応力度は一定値に収束して無限遠方応力と一致することが判る｡
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また､図-5.20は､プロセスゾーン長さ∂2と最大応力の関係を示したもの

である｡最大応力についても､ b2が小さいときにも応力集中が大きくなり､

b2が大きくなるにつれて一定値に収束する｡

EiJ

･R
哩
堰
也
堅室

⊥
コ

a.l

＼
q〕

ら

1.0 1.2 1.4 1.6 1.8

r/ra

l I

巨】

ロ..

｣.....｣

･R
哩
海
哩
堅∃
丁
＼
塑
《
噸
圏

･R
哩

図-5.19 き裂線上の応力分布 図-5.20プロセスゾ-ン長さb2の

変化と最大応力の関係

3)ケース2

き裂長さαの増加による最大応力の分布を図-5.21に示す｡ケース1とケ

ース2の解析結果の検討から､次の結論が導かれる｡すなわち､き裂αのみ

が増加する場合､き裂長さに対するプロセスゾーン長さは減少し､その結果

応力は増加傾向をたどる｡これは､プロセスゾーンが短くて脆性的な破壊形

態の材料に膨張剤を活用する状態と想定できよう｡逆にb2のみが増加にする

場合には応力の解放される領域が広がづて応力は減少傾向を示し,膨張剤に

よる破壊エネルギーは､プロセスゾーンを形成するエネルギーに変換されて

延性的な破壊形態を示す材料に適用した状態を想定することが妥当であるこ

とを意味している｡
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1 1

コ
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図-5.21き裂長aの増加による応力集中

(き裂長αと最大応力の関係)

3)ケース3

き裂本数を4本から16本まで増加させたときの応力の変化状況を図-

5.21に示す｡き裂本数の増加によって応力の低下が見られる｡き裂発生に伴

って,応力の解放が行われていることが確認できる｡応力の解放があまり顕

著でないのは､無限遠方で圧縮応力が作用していることと､完全に開口して

いるき裂の半長さαと円孔半径rとの比α/㌔が影響していると考えられる｡

すなわち､き裂半長さa=0.2cm､円孔半径ra-1.Ocm､プロセスゾーン

b2=0.05cmを固定値として解析しているため､完全に開口しているき裂長さ

αの割合が円孔半径㌔に比べて小さいことも応力の低下が顕著に見られなか

った要因と考えられる｡

l I
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哩
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図-5.22 き裂本数の増加による応力の低下
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4)ケース4 (円孔半径㍍の増加による応力の変化)

伊良波2)の行った円筒の寸法効果を示す解析結果から得られた結論は､き

裂本数､強度一定の条件下では｢外径と内径の比が同じならば､内径が大き

いものほど応力集中は小さくなる｣ということである｡本解析法においても

同じような特性が得られるかどうかを検証するために､き裂本数を4本と選

定したときの円孔半径㍍の増加による応力の増加状況を検討する｡その結果

を図-5.23に示す｡円孔半径は1.Ocm-7.Ocmまで変化させた｡同一な解析

条件のもと､円孔半径のみを増加させると応力は低下することが判明した｡

すなわち､これは寸法効果を示していると言える｡ただし､重み関数の相違

による寸法効果の特性は､値の大きさには違いが見られるが傾向には変化は

ないと考えられる｡なぜなら､重み関数の相違は応力分布の最大値の大きさ

に差異が見られるのみであるからである｡供試体の半径(実験では直径を測

定)の増加による強度の低下をもたらす実験には､割裂引張強度試験による

寸法効果が報告されている 6)7)｡また,割裂引張強度試験による引張強度を

求める代わりに､円孔に鋼材などの剛な材料を押し込む試験法が提案されて

いる 8)9)｡押し込み試験から得られる引張り強度も割裂引張強度と同様な寸

法効果が存在すると確かめられている｡このような問題に著者等の解析手法

を適用して割裂引張強度の寸法効果を実現するには､境界条件を設定し直す

だけで活用することができる｡すなわち､押し込み試験による方法は､本解

析モデルの膨張圧の作用状況と全く同じ載荷状態であると言える｡しかし､

円形の供試体に相当する領域を実現するためには､無限遠方で圧縮応力が作

用する応力関数を外し､円孔の外側に供試体の直径に相当する円形領域を確

保する必要がある｡これは､応力が0の境界条件を円形領域に設定するだけ

で円形の供試体に相当する部分を形成することができるのである｡
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図-5.23 円孔の寸法効果
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5.7 まとめ

本章では第2章での研究成果の延長として､開口関数を円孔周辺に放射状にき裂

が発生する問題に適用できるように関数の大幅な修正を試みた｡図-5･8から図-

5.17の計算例に見られるように､き裂開口部の開口形状および応力度解放という境

界条件が望ましい状態で満足されることが示された｡き裂線上のみの応力度や変位

は図-5.18や図-5.19で示すように,非常に詳細な解析(図化部分は8 00等分割)

を行い得る｡要素関数は全て重調和関数であるから境界条件の精度が解の精度を表

しているとみなして良い｡すなわち､有限要素法では期待し得ない程厳密解に近い

と思われるが､要素関数を重ねているにも拘らず選点法特有の開合誤差の振動現象

が消滅しているのは応力分布の曲率の自乗和最小の条件も併用しているためである｡

要素関数が重調和関数として確定されているのでプロセスゾーン部分の変化の激し

い応力や変位の勾配を予め導いて､分布の曲率の自乗和最小化という手段で応力や

変位の振動現象を消滅させて平滑化する条件を導入できるのである｡これが本解析

法の精度の向上を実現させている要因である｡この結果に自信を得て､図-5.20か

ら図-5.23に示すようなプロセスゾーンの変化あるいは開口部の長さの変化､円孔

半径の変化あるいは放射状き裂の数などの各パラメータの変化と応力の最大値との

関連性を求めて計算例として示した｡これらの結果はこのようなき裂の問題に対す

る特性の一端であると考えられる｡これらの計算例は求めたき裂関数(式(5.4)-

(5.7),(2.13)-(2.15))が､コンクリート構造物のスラブや壁板などを静的破砕剤で

割裂する機構を解明する問題に有用な情報を与えるものであろう｡また､鉄筋の腐

食膨張に対するモデル化では､き裂としての条件と共に円孔周辺の境界条件(円孔周

辺r=㍍で%-0)を付加することで容易に解析が可能であることを示し得た｡いず

れのモデルも2次元弾性問題の範囲内の解析結果ではあるが､膨張劣化機構の解析

-適用可能な特性を有することが判明した｡

伊良波は内圧を受けるコンクリートの中空円筒のモデルを解析している2)｡本研

究での解析手法とは異なるため一概に比較検討することはできないが､き裂線上の

応力分布性状について考察を行うと次のような見解が得られる｡伊良波の行った有

限要素法による数値解析例では,対称性を考慮して全体の4分の1あるいは8分の

1を対象にして解析を実施している｡解析範囲を限定して要素分割をき裂線上で細

かくする操作を施しても､解析法の特性より完全に開口しているき裂部分において

引張り応力が発生している2)｡要素分割を細かくする等の処理ではき裂先端の応力

と歪みの鋭敏な領域の境界条件を満足することは困難であると推察される｡これに

対して､本研究での解析モデルは図-5.18あるいは図-5.19に示すき裂線上の応力

分布に見られるような精度で条件を満足させものである｡なお､図-5.8から図-

5.17 の計算例はNECのパーソナルコンピュータ(PC9821V200)上で動く Visual

Basic(Ver.5)で作成されたプログラムを活用すると計算から描画までの時間は､ 3

分以内である(だだし､データの入力および修正は除く)｡また､図-5.18および図
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-5.19 に示すき裂線に沿う応力および開口形状のみに限定すると着目範囲を80

0等分割数で計算しても1分以内で詳細図を描くことが可能である｡このように､

本研究で開発した解析プログラムを活用すれば､き梨本数､き裂に重ね合わせる要

素関数の数とタイプ､母材の材料定数や境界条件を設定するだけで､従来から活用

されている有限要素法や境界要素法に見られるような膨大な節点番号､要素番号あ

るいは幾何学的条件等の煩わしい入力作業を全く行う必要がなく､数分で応力や変

形量を計算することが可能である｡き裂先端部分の詳細図を部分的に描くことも可

能である｡このような点も従来の数値解析法とは異なり､本研究の特徴の一つと言

えよう｡

今後に残された検討課題は､たとえば以下に示すような点が挙げられよう｡

本研究を含めた中川等が報告している一連の応力関数では､き裂線上のプロセス

ゾーン部分においては応力は平滑化され緩やかな勾配で立ち上がるが､応力と開口

変位の形状には確定的な条件を設定していない｡しかし､開口部では応力が0とな

りき裂全体の開口形状が確定するのである｡プロセスゾーンの長さあるいは重み関

数の相違によって､プロセスゾーンの応力と形状には相応の差異が生じる｡したが

って､プロセスゾーンの長さあるいは重み関数を如何にすべきかは物理的な意味を

含めて今後の重要な検討課題である｡第3章で示したように､実験で計測される変

形やひずみ量からプロセスゾーン長さを逆推定することが極めて簡単であるため､

上記の検討課題に結論を得ることができるならば､材料固有の破壊クライテリオン

に相当するパラメータを決定できることになろう｡

本章で提案した放射状(半径方向)き裂は､全て同一のき裂長さで構成されている｡

コンクリートの解体などの実施工の予備的な解析に適用し概算値を求めるには十分

であると考えられるが､鉄筋の腐食膨張圧による-アーき裂を検証するには､長さ

の異なる放射状(半径方向)き裂を正確に配置して解析することも重要であると考

えられる｡有効な破砕剤投入の穴間隔や配置を検討するためには､長さの異なる放

射状き裂を複数配置することが可能なプログラム-拡張することが必要である｡

また､膨張剤を活用する破壊形態は､経時変化を伴う破壊である｡従って､化学

反応速度をパラメータに取り入れた応力関数を導き出すことも今後の課題と言えよ

う｡
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第6章面外強制開口する直線状き裂の解析

6.1 まえがき

本章では､直線状き裂を持つ無限弾性板のき裂部分に面外開口用の相反方向分布

外力を作用させる場合の解を導く｡き裂面における境界条件は､等価せん断力の概

念に基づいた古典曲げ理論による近似を用いている｡ Reisnerl)はより厳密解に近い

3境界条件理論を提案しており､ ｢き裂を持つ板の面外力問題の特異点は 3/2乗オ

ーダーであるから､ 1/2乗オーダーの特異性しか持たない面内力問題に比較して､

き裂線上の連続条件(境界条件)を重調和関数で満足させることは非常に厳しいも

のである｣と論証している｡本文では古典曲げ理論に則ってはいるが､重調和関数

を活用しき裂線上の境界条件を満足し､かつき裂先端での特異性を解消し得る関数

解を導くものである｡ Erdogan2)~4)あるいはRice5)等により面外聞題におけるいくつ

かの解が報告されているが､それらは全てき裂先端で断面力が無限大となる解を基

に応力拡大係数が与えられているものである｡

本章は､第2章で導いた面内方向に強制開口する応力関数を不定積分して,面外

力問題の解-拡張することが主題である｡その過程での大きな特徴は､面外力問題

の厳しい境界条件を満足させるため面内力問題においては設定不要な補正関数を必

要とすること､および等価せん断力の集中部に符号反転現象が生じるということで

ある｡この面外力問題の断面力反転現象は,開口部に外力を作用させずに無限遠方

で一様せん断力を作用させる解において,前田等により既に指摘されている 6)｡こ

れは古典理論に則った板の曲げに関する初等的な微分方程式の解(重調和関数)を

基本としていることと,面外方向のせん断力はたわみの3階微分となることより､

古典理論に則る限り符号の反転は生じるものと考えられる｡ここでは関数解の数値

計算例をモデル化して有限要素法(FEM)解析により,符号反転問題と塑性領域と

してのプロセスゾーンの特性を検討する｡

6.2 面外強制開口の解

Y軸上に1つの直線状のき裂を持つ無限板において､図-6.1に示すようにき裂

開口部に相反方向の等分布荷重を作用させて板を面外-強制開口させる問題(モー

ドⅢ)の解を導く｡

面外力問題におけるたわみ関数も,古典理論に従えば式(2.1)と同様に重調和関数

であり､たわみ角､曲げモーメント､ねじりモーメントおよび等価せん断力(反力)

は式(6.1)のように表される｡関数の実部が活用されることは自明であるため,記号

Re[]は省略する｡ Dは板の曲げ剛性, γはポアソン比である｡
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図-6.1き裂開口部に作用する面外相反分布荷重(Mode III)

wH

-言vⅢ(I)+¢Ⅲ(I)
wHx -

VⅢ(I)+Iv㌫(I)+¢㌫(I)
wH, -

i(-vⅢ(z)+{v㌫(I)･¢㌫(I))
MxニーD [2(1'v)v㌫(I)+(1-v)(Iv㌫(z)'砿(I))】
M, -

-D [2(1+v)v㌫(I)-(.-v)({v㌫(I)･拡(I))]
M砂ニーi (1-vわ({v昆(I)･拡(I))
RxニーD [-(1-v)(tv芸(I)+¢芸(z))I(5-v)v左(I)]
R, -

-iD [(1-v)(Zv芸(I)'少芸(I))･(5-v)v㌫(I)】

(6.1)

さて無限遠方で面外純せん断力が作用する場合で､き裂開口部には荷重が作用し

ない場合の解､すなわちY軸上でMxlx-o…0となる解の基本型は､中川､前田等によ
り既に報告されているので6)､その結果を示す｡

y軸上でMxlx-o…0となる面外の純せん断の解は､調和関数vⅢとvⅢを積分した関

数VH-JvⅢdzをもって表現することができるo任意のvⅢに対して¢Ⅲを

p=

-ニレこニーこ.l'v二d--
-

--i,=‥

-品v=
と定義すると､ Y軸上では､ I+妄=oであるから､式(6.1)より
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wH

-品vH(I)
Wu.r = -2¢+γ)

(1-γ)
vⅢ (I)

ー4wH, -

i仁7VH(I)

Mx=O

M, -

-4D (1･v)vⅢ.(I)

M,y
-i2D (1+v)vⅢ'(I)

Rx -

-2D (3+v)帖-.(I)

R, -

-i4D (1-v)vⅢ''(I)

(6.3)

となる｡この関係は､本章のテーマである面外強制開口の解にも当てはまる｡

ここで式(6･3)のWHは任意の関数V(I)に対してY軸上でMx=0を満足するように

構成されているので､ V(I)に条件を付けてき裂開口部の等価せん断力Rx-0､ある

いは開口用相反荷重を表すためにRx-pとなるようなものを定義すれば開口部で純

せん断荷重を受ける板の面外問題の解となる｡

第2章で求めた面内強制開口の解を､面外強制開口の解に活用する｡面内力問題

においてY軸上でTサニ0となる解は､ ¢Ⅰ■-=zvI--と定義することで導かれる｡ Y軸上

でz'言-oとなるから､ Y軸に沿うc,.は式(2)よりJ,=Re[2vI.]と簡単な形で求めら

れることになる｡

本章で対象とするような開口部で面外の純せん断力(開口用の面外外力)が作用

する問題では､反力となる等価せん断力を対象とするが､式(6.3)よりY軸上におい

てMx=0となる等価せん断力は､

Rx
=ト2D(3+v)vⅢ--】 (6. 4)

となる｡

ここで､面内力問題におけるvllと面外力問題におけるvⅢ--を対応させることによ

り､面外力問題の解を求めることにする｡すなわち面内力問題のY軸上のcr,を表す

vI-を､面外力問題のRxを表すvⅢ--と等しいものとする｡面外力問題ではさらに式

(6･2)のようにVH-JvⅢdzとする必要があるから､式(6･1)のたわみ関数Wiに必要
なvHは,第2章の式(2･13)のV3を2回積分して定義すれば良いことになる｡ V,を

zに関して2回不定積分したものをVH.(I,t,S)と定義して､式(6･6)に示す｡式中の
pは荷重強度､ cは荷重の分布幅､ 2aはき裂長さ､ bはプロセスゾーンの長さを表

す｡

vⅢ(I,i,s)
- [[vH.(I,i,S)]L(_::･b]

ss:_;i
2
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(6.6)

VH.(I,i,S)=

47T叫2a+ b)c[去(z5･i3s5 ･5t2(I-is)3

'5s4(I-is))
log

･孟(I
I

is)5.og(J;T7･打エア)

一志(10sz(5t2
-

2s2)Ii8(t2-∫2)2)Jii7

i
J2
- tan-1

6

･去(I-is)〟干〉(z2
I

t2戸

-⊥Jf7･z(25t2.ll,2)Jm60

･〈孟(1.t2-9s2)Jf7

式(6･5)の導関数および､ (6.1)式-代入して得られる変位と断面力は割愛するが,

≠を導くために2回不定積分を行ったためにこの関数だけではき裂両側の線上の

一方では､完全連続の条件が満足されない結果となる｡これは中川､前田等が既に

報告した開口部に外力が作用しない場合の解で現れた現象と同じであり､ vⅢ.に含

まれるlog(I+ z2+t2)の虚数部の不連続性によるものである｡このlog項の虚数部の

Y軸上の形状についての詳細は割愛するが､元来log関数の虚数部は多価関数であっ

て複雑な曲面を形成するので､代数関数と対数関数の積を積分する場合にはいずれ

の面を起点に積分していることになるかを配慮し､ Y軸上での不合理な食い違いを

避ける必要がある.この煩雑さを回避しつつ式(6.6)よりこの成分を消去するた吟に､

中川､前田等が文献6'で示した式(6･7)の関数g-(I,i)､g2(I,i)をY軸上の境界条件の

乱れを補正する項として活用する｡すなわち､関数g.(I,i)､g2(I,i)を3回積分した関

数をVHll,Vmと定義し､ Im(lo戚z+ z2+l2))を消去する｡
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gl(I,i)
-

;log

g2(I,i)

-去log

a+b

vHl (I,i)
- Illgldzdzdz

i[一芸z4.i(z2･t2)言一言t3〟了7
I Slogα+∂

vⅢ2 (I,i)
- JNg2dzdzdz

-去[一芸(z2･t2)言.孟t2広7

I(i-;t2)log(+雫三〕]

(6.7)

(6.8)

式(6･3)から推察されるように､開口部でV"(I)=0となるもの(文献6)において

式(6･7)および式(6.8)がこの条件を満足することを示している)あるいは

V"(I)--p/(2D(1+v))となるもの(式(6.6))を選べば､実際の解はそれらを重ね合

わせて構成することができる｡

式(6･8)のVHl(I,i)およびVIH2(I,i)は適切な定数を乗じて重ね合わせると､き裂開

口部に外力を伴わない解となるため､ ≠ob,∫,∫)-重ねて全体としてき裂開口部にお
ける境界条件を満足させることができる｡しかしこの関数の導入によって､無限遠

方でY軸に沿うせん断外力を受けている状態が導入されるため､ Y軸上のせん断力

はY-∞で0とはならないことになる｡図-6.1に示されるように開口部のみに相

反せん断外力を作用させるので､無限遠方におけるY軸上のせん断力は0とならな

ければならない｡結局､ Y軸上のIm(lo舶+ z2+t2))によるたわみの不連続成分を

打ち消し､同時にき裂先端より十分離れたY軸上の点y,で､等価せん断力Rxb,)が
0となる条件を成立させる必要がある｡このため､未定係数cl,C2を設定して､上記

の関数3個を重ね合わせ､この条件を満足させることにより､式(6.9)により必要と

なる≠を求めるものとする｡

YⅢ(I,s,t)- VⅢ.(I,s,i)+cIVⅢ1 (I,i)+c2Vm(I,t)

式(6･6)-(6･8)の関数で最初にlog(I+

(6.9)

z2.12)の項が現れるのはVn (I,s,i) (た

だし, k-0,1,2)の項であるから各導関数VHk (I,S,i)のレベルでIm(log(I+

の項を求めて総和を0にする方程式を導くと次のようになる｡
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去((a･b)31a3)cl-去((a･b)2-a2)c2

-P

247Tb (2a+ b)c

-c〈喜一5a2)
ここで,

P(a.a)= tan-I

)(a･b,

-?

a21言･6(a･b)4〈p(a･b,一計6a4〈p(a,一号〉]
(6･10,

, β(〟)=tan~l

この条件式は積分した関数VHk (I,S,i)のレベルでIm(lo戚z+

(6.ll)

z2+t2))を消去する

条件式と同じものとなる｡これによってlog関数の多価の特性で現れるY軸上のたわ

みとたわみ角の不連続性が消滅される｡

次にY軸上の無限遠点の等価せん断力Rx[,-のを0にする(これはx=∞点で作用す
るせん断外力成分を0にすることと同じ意味である)ための条件式を導く｡関数式

の形で無限遠点の値を求めることは,極めて煩雑な級数展開を必要とすることから,

本文ではコンピュータによる直接の数値計算で処理することとする｡すなわち､

y,,,1でVⅢk (I,S,i)による等価せん断力成分をRxkレ,)として

凡O,,)= Rrob,,)+cIRrl(〟,)+C2Rx2(γ,)
= 0 (6. 12)

とする｡

式(6.10)と式(6.12)によって未定係数cl,C2がコンピュータの数値計算過程で決

定され､ VHおよびその導関数であるvⅢが確定することにより､式(6･3)により変位

と各断面力を求めることができる｡
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6.3 数値計算例

計算モデルとして､以下の材料定数と中心き裂を持つ無限板に､図-6･2のよう

に幅0.4cm､荷重強度 p-2.5kgf/cmを載荷したケースの計算結果を示す｡式(6･12)

の未定係数 cl,C2を求めるにおいて､ γrを5･Ocmと設定した｡

弾性係数 E - 2.1×106kg/cm2

ポアソン比 γ
= 0.3

き裂長さ : 2α = 1 cm

プロセスゾーン長さ: ∂ =0.3 cm

き裂中心座標 x- y -0

図-6.2 面外相反分布荷重が作用する直線状き裂

計算結果のうち､変位図を図-6.3､等価せん断力図を図-6.4に示す｡図化した

領域はIxI≦1.2cm,lyl≦1.5cmの範囲とした｡またY軸上の等価せん断力の拡大図を

図-6.5に示す｡

WⅢmax-2･ 74 × 10-7cm

図-6.3 面外変位(WⅢ)分布図
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図-6.5 Y軸上の等価せん断力(Rx)分布図

(0≦γ≦10)

図-6.3に見られるように､面外方向の変位については､プロセスゾーン端部ま

で滑らかなたわみ変形が現われていることがわかる｡しかし､図-6.4,図-6.5の

等価せん断力においては､大きな断面力集中が生じているプロセスゾーン部分にお

いて､断面力の反転現象が生じている｡これは､レl≧α+∂区間での連続条件が､
WII,WbおよびMx,Rxというたわみの3回微分までに関するものであるため生じる

結果と考えられる｡

6.4 F EM 解析結果との比較

Reisnerl)は破壊進行領域(塑性領域)としてのプロセスゾーンを考慮していない

が､き裂先端の特異点近傍の境界条件を満足させることは､重調和関数だけでは非

常に厳しいと論証している｡著者等の解は､プロセスゾーンを構成しつつ厳しい境

界条件を満足するものであるが､せん断力の反転現象が生じるという結果が得られ

た｡このため有限要素法によりこの反転現象を裏付ける試みを行う｡全く異なる手

法で､微分方程式の解-のアプローチを試みることに相当するので､せん断力が反

転する傾向を把握することのみを目的とする｡

6.4.1 F EM解析のモデル化

FEMモデルの基本要素として薄板のシェル要素を採用し､き裂先端のプロセスゾ

ーン内の接点に面外方向(z方向)のばねを設けたモデルを考える｡面外荷重によ

りばねに生じる反力から等価せん断力を求め､6. 3節の数値計算例の結果と比較す

るものとする｡

図-6.6にFEMモデルの全体図､図-6.7に要素分割図を示す｡モデルは,き裂

先端から十分離れた点においては,応力･変位とも0となることから, 10cmxlOcm
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の4辺が単純支持された有限板とした｡また,き裂先端部での要素分割を,最′J､

0･05cm x 0.05cm,き裂の幅を0.01cmとした｡部材の物理定数ならびにき裂に関す

る諸元は､ 6.3節で示したものと同様であるため省略する｡

図-6.8にき裂先端部の要素の詳細､荷重位置と強度を示す｡また､図-6.9にプ

ロセスゾーン内の接点に設けたZ方向のばねを示す｡なお,解析プログラムは汎用

解析ソフトであるANSYSを用いた｡

図-6.6 FEMモデルの全体図
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図-6.7 要素分割図
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α:き裂長さの1/2
b :プロセスゾーン長さ

c:集中荷重

図-6.8 き裂先端部のモデル詳細図 図-6.9 プロセスゾーン内のばね配置

6.4.2 解析結果の比較と考察

FEM解析におけるばねは､図-6.9に示すように0.05cmピッチに6ケ所設け､

各ばね定数をKi(i=1, 2,
-6)とする｡はじめに各K,.を一定として､表-6･1に示す

ようにKi=2.1×108-2.1×105までの4ケースについて計算を行い､ 6･ 3節に示し

た数値計算例で求めた結果との比較を行う｡

表-6.1ばね定数値のケース

Case K(kgf/cm)

1 2.1x108

2 2.1×107

3 2.1x106

4 2.1×105

図-6.10にY軸上におけるき裂中央(∫=0,γ=0)からプロセスゾーン端部

(x=o,y=ah)までのZ方向の変位の比較図を示すoまたプロセスゾーン部分にお

ける拡大図を､図-6.11に示す｡

開口変位の形状ならびに変位量の比較において､ばね定数がK=2.1×106 kd/cm

のCase.3において､計算例とほぼ近似した結果が得られた｡また､図-6.11のプ

ロセスゾーン内での変位量について見ると､ばね定数の大きいCase･1と2では､

若干ではあるが変位が反転するという結果が得られた｡
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図-6.11プロセスゾーン内における面外変位(WH)の比較

次にプロセスゾーン部分における数値計算例で求めた等価せん断力と､ FEM解

析のばね反力から求めたせん断力の比較を表-6.2と図-6.12に示す｡

6. 3節の計算例では､き裂先端において等価せん断力は0となり､ Y=0.6cmで最

大値を示し､ Y-0.8cmのプロセスゾーン端部において負の最大値を示している｡こ

れに対し､ FEM解析の結果はき裂先端部のばねに最大反力が生じ､その後は急減

している｡また､ばね定数の大きいCase-1と2 では､計算例と同様にせん断力の

値に反転現象が見られる結果が得られた｡

表-6.2 等価せん断力Rx(kd/cm2)の比較
Y

(cm)
計算例

FEM解析結果

Case-1 Case-2 Case-3 Case-4

0.50 0.02 24.12 ll.86 4.86 0.98

0.55 4.65
-4.54

3.94 3.26 0.74

0.60 4.71 -6.06
0.ll 2.00 0.52

0.65 3.59
-2.50 -1.10

1.08 0.32

0.70 1.72 -0.46 -0.94
0.48 0.16

0.75
-0.68

0.07 -0.36 0.12 0.04

0.80
-3.49

0.00 0.00 0.00 0.00
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雪15.0
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図-6.12 等価せん断力Rx分布の比較

全作用荷重の半分(rp=0.5kd)と片側のプロセスゾーン内における等価せん断力
(∑Rx)の差を､表-6･3に示す｡本来Y軸上におけるrpと反力となる等価せん断力

の合計は一致するはずであるから､その差rp-∑Rxはプロセスゾーンの外

(Iyl≧a･b)において発生していると考えられる｡6･3項の計算例では､図-6.5

に見られるようにIyl≧a･bにおいて負のせん断力が発生しており､全体として載荷
荷重とバランスしている｡

同様に表一6.3 に見られるように､ FEM解析結果のCase 1,2,3においても､

lアl≧α･∂において負のせん断力が発生している｡Case4ではばね定数が弱いため､

ばね反力のみでは荷重を負担出来ず､ IYf≧a･bにおいても正の反力が発生している
ことがわかる｡

表-6.3 載荷荷重と等価せん断力の合計の比較

Case
∑& rp-ERx

(kgf) (kd)

計算値 0.526
-0.026

Case1 0.531
-0.031

Case2 0.675
-0.175

Case3 0.590
-0.090

Case4 0.138 0.362

∑Rx
:片側のプロセスゾーンに生じる等価せん

断力の合計(kd)

rp
:全作用荷重の1/2 (rp=0.5kd)

101



第6章

次に数値計算例の等価せん断力分布と同等な反力分布となるばね定数値Ki (図

-6.9参照)を試行錯誤により求める｡その結果をCase-5として表-6.4に示す｡ま

た求めたばね定数値の対数グラフを図-6.13に､変位量および等価せん断力の数値

計算例との比較を図-6.14､および図-6.15に示す｡

ばね定数値を､き裂先端(Y=0.5cm)において103オーダーと極めて小さくし､

y-o.55cm位置における106オーダーからY-0.75cmにおける109オーダーまで指数的

に増大させることにより､変位量ならびに等価せん断力の分布形状を､ 6.3項に示

した数値計算例程度にほぼ一致させる結果が得られた｡このことは設定した解析モ

デルが,プロセスゾーンをマイクロクラック等が発生している破壊進行領域と位置

づけして､開口先端よりプロセスゾーン端部の完全弾性体部までの材料の物性値を､

強さの変化するばねで表現したことになる｡したがって導いたたわみ関数は､応力

集中のおきるプロセスゾーン部分を､図-6.13に示すようなばね定数のばねを挿入

したモデルとして､ FEM解析して得られる結果に相当したものと言える｡

義-6.4 Case-5におけるK値

Y(cm) ばね番号 K(kgf/cm)

0.50 k1 1.0×103

0.55 k2 2.0×106

0.60 k3 1.0×107

0.65 k4 4.0×107

0.70 k5 2.0×108

0.75 k6 1.0×109

0.50 0.55 0.60 0.65 0.70 0.75

Y(cm)

図-6.13 Case15におけるばね定数値分布
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6.5 まとめ

-◆-一計算例
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case-5 における面外変位(WⅢ)の比較

一計算例

+ Case-5
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case-5における等価せん断力の比較

y軸上に一本の直線状き裂を持つ無限板に対して､面内強制開口用の相反分布外

力を作用させる場合の応力関数を基にして､面外強制開口用の相反分布外力による

たわみ関数を導いた｡面外強制開口では､面内問題の場合と異なり､得られた断面

力に符号反転現象が現れる結果が得られた｡ Y軸上において連続という境界条件を

満足させるためには､面内力問題では変位とその1階導関数の応力の連続性を考え

ればよいが､面外力問題ではたわみWnからその3階導関数までを含めた関数項(変

形と断面力)の連続条件を満足させる必要がある｡板の古典理論の範囲内(たわみ

関数は重調和関数という制約の下)でこの厳しい境界条件を満足させるためには､

開口部の荷重が0で無限遠方で純せん断力が作用する場合の解を利用した補正関数

も必要となり､このためき裂線上で断面力の反転が生じるものと考えられる｡

本研究と同様に古典理論の微分方程式を基本としたシェル要素モデルのFEM解

析による検証を試み,符号反転現象が裏付けられた｡また中川等により報告され本

研究の基本となっている重み関数による積分法による応力または断面力の平滑化手

法は,プロセスゾーンに硬さが変化するばねを挿入してFEM解析することに相当

するということが示された｡プロセスゾーンは,鋼材のような延性材料では塑性変
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形が生じた領域であり,コンクリートのような混成材料では微細なひびわれが生じ

て応力の軟化現象が現れる領域であり,ともに破壊進行領域と位置づけられる｡ F

EMの解析結果より,提案しているたわみ関数がき裂先端から完全弾性部までの剛

性を指数関数的に増加させた場合を表現していることが判明したことは有意義なこ

とと考える｡しかしながら,断面力の反転現象については,工学的な見地からも今

後光弾性実験等により実証していかなければならない課題と考える｡
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第7章 直線状き裂の面内･面外聞題における

応力集中の比較検討

7.1 まえがき

本章では､相反分布力で面内あるいは面外-強制開口してき裂を進展させるに際

して､荷重分布幅の違いが最大応力度または断面力に及ぼす影響を検討する｡この

興味ある問題は､第2章および第6章で示した応力関数を用いて導かれる｡なお､

面外聞題における断面力集中の問題は前田等による研究1)があるが､無限遠点で外

力が作用しき裂開口部には外力が作用しない場合の解を対象としており､き裂開口

部に強制開口外力が作用する本研究の主題とは対象を異にするものである｡

得られた結果によると､面外開口においてはき裂中央に集中力を作用させた方が､

き裂長さ全体に外力を作用させる場合より大きな断面力集中を発生させることが判

明した｡他方､面内開口ではその逆に､き裂全幅に外力を作用させた場合の方がき

裂先端の応力集中が大きくなることが判明した｡開口部に作用する外力の作用幅と

最大応力の大きさの関係を求めることは､応力拡大係数のように応力集中が無限大

になる解では定性的には論じられても､最大応力度の値としては論じ難いことであ

るから､本研究で求めたような有限な応力集中を構成する関数を導く意義は､この

点でも認めらると考える｡

7.2 面内強制外力の作用幅と応力集中の関係

検討に用いるモデルは図-7.1に示すように､以下の材料常数を持つ母材に中心

き裂を有する無限板とする｡

Y

(a十b)

.上⊃

a

亡t3 E】 +Pc
E一

a

(ノつーー

-a

-(a十b

l≡l
EZl
lヨ

Eid

)

弾性係数

ポアソン比

Ⅹ
き裂長さ

き裂中心座標

分布荷重幅

荷重中心位置

図-7.1等分布荷重と作用位置
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作用荷重の合計をpxc=±1kdとして､き裂中央に集中させた場合からき裂全幅

に分布させた場合の最大応力cTxmax (面内問題)を求める｡き裂中央に集中させる場

合の最小分布幅を c-0.1cmとすると荷重強度は p-10kgf/cmとなり､き裂全幅に

作用する場合は c-2cmで p-0.5kgf/cmとなる｡また,プロセスゾーンの長さとし

て0.1cmきざみに ∂=0.1cmから0.5cmまでの5ケースについて計算を行う｡この

モデルは､面外聞題においては荷重の方向が面外方向ということを除き､その他の

条件はすべて共通とする｡また面外聞題においては､最大応力の代わりに最大等価

せん断力&mⅨを求めるものである｡

図-7.2 に荷重分布幅cと最大応力Jxmaxの関係を示す｡図より面内問題では､荷

重を全幅に作用させた場合の方が最大応力が大きくなることが判る｡プロセスゾー

ン長さ∂が最小の0.1cmの場合では､ c=0.1cmとしてき裂中央に作用させると最大

応力Jmax=1.35kgf/cm2となり､全幅に作用させるとcTmax=1.64kgf/cm2となって1.21

倍の値を示す｡これに対して､ ゐをo.5cmとした時には､き裂中央に作用させた場

合で最大応力gmaK=0.54kgf/cm2､全幅に作用した場合でJmax=0.51 kgf/cm2と1.06

倍とその差は小さくなる｡図-7.3 はこの関係を示したもので､荷重を全幅に作用

させた場合の最大応力に対する各分布幅のケースにおける最大応力の比を表したも

のである｡

[
=3j

雪1.4
く)

壷112
i:ヨ■=i

S5 1･0

≡

b 0.8

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

c/2a

図-7.2 荷重分布幅と最大応力の関係
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≡
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Jmaxl :各分布幅のケースにおけるcTmax
qmax2 :荷重をき裂全幅(c=2cm)に作用した場合のqmax

図-7.3 荷重を全幅に作用させた時の最大応力に対する

各荷重分布幅における最大応力の比率

次に､この関係をより顕著に表すために図-7.4､図-7.5に示したように荷重を

中央に集中した場合とき裂先端部に集中した場合の比較を行う｡荷重ケースとして

① case 1:中央載荷 荷重幅c=0.1cm

② case 2:き裂先端部載荷 荷重幅c=0.05cmとし2ケ所に載荷

とする｡共に荷重強度はp-±10kgf/cmとし荷重の合計は等しくする｡プロセスゾ

ーン長さbを0.1cmから0.5cmまで0.1cmピッチとし,各最大応力値を求め比較す

る｡結果を表-7.1と図-7.6に示す｡予想どおりCase2の場合の応力集中はCasel

よりかなり大きくなり､ bが最小の0.1cmの時で, Case2はCaselの1.83倍とな

る｡

Ⅹ

図-7.4 荷重位置 Case 1

Ⅹ

図-7.5 荷重位置 Case2
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表-7.1荷重載荷位置と最大応力の関係

b(cm)
最大応力qxmax(kgf/cm2)

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

① Case1 1.348 0.908 0.710 0.592 0.511

② Case2 2.470 1.333 0.930 0.723 0.597

③ ②/① 1.833 1.467 1.309 1.222 1.167

2.5

2.0

〉く

書1.5
〉く

b 1.0

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

b/a

図-7･6 荷重作用位置と最大応力qxmaxの関係

また図-7･2から判るように､最大応力はプロセスゾーンの長さに大きく影響さ

れる｡この事は､藤井等2)3)により既に報告されているためここでは詳細について

は触れないが,後述する面外問題との比較という点で興味のある問題である｡図-

7･7にプロセスゾーン長さ∂と最大応力の関係を示す｡図は､分布幅が最小(集中

荷重作用)のc-0.1cmと最大(等分布荷重が全幅に作用)のc=2cmの2ケースにつ

いて､ bが0･5cmの場合の最大応力を1とし､各b値(0.1,0.2,0.3,0.4cm)におけ

る最大応力の比を示したものである｡ ∂-0.1cmの場合で最大値を示し､荷重を全幅

に作用した場合で3倍､分布幅が最小の場合で2.64倍となった｡

塑性域として定義してあるプロセスゾーン長さ∂が大きくなると,作用荷重に対

する反力としての応力が分散されその結果最大応力値は小さくなり,またプロセス

ゾーン長さbが小さくなると応力は集中し､最大応力値は大きくなる. b-0 とし

たときには,最大応力値は無限大となりWestergaardの式に一致することになる｡
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I-≡- c/2a=0.05

+G/2a=1.00

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

b/a

α : cTmaxl /gmax2

Jmaxl :各プロセスゾーン長さにおける最大応力gmax
cTmax2 : b=o.5cm における最大応力gmax

図-7.7 プロセスゾーン長さと最大応力の関係

7.3 面外強制外力の作用幅と断面力集中の関係

7. 2項の面内問題で採用した材料物性およびき裂条件と同様の条件を､面外聞題

においても採用する｡また作用荷重の合計も､ pxc=±1kdと同様とするが､荷重

の方向はき裂縁辺に面外相反方向に作用するものとする｡計算ケースとしてのプロ

セスゾーン長さおよび荷重分布幅についても､ 7.2項と同様のケースとする｡検討

対象としては, Y軸上に発生する面外方向の最大等価せん断力Rmaxとする｡

図-7.8 き裂開口部に作用する面外相反分布荷重(Mode Ⅲ)

図-7.9に荷重分布幅cと最大等価せん断力R,naKの関係を示す｡図より面外聞題で

は､面内問題とは逆にき裂中央に集中荷重を作用させた場合の方が最大等価せん断

力が大きくなることが判る｡プロセスゾーン長さbが最′トの0.1cmの時で集中荷重

を作用させた場合に生じる最大断面力Rmax
= 29.5 kgf/cm2は､全幅に作用させた場
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合に生じる最大断面力Rmax=24.4kgf/cm2の1.21倍を示している｡これに対して､

bを0.5cmとした時には､集中荷重時の最大断面力Rmax= 3.14 kgf/cm2､全幅に作

用させた場合でRmax= 2.84 kgf/cm2と1.11倍とその差は小さくなる｡図-7.10は

この関係を示したもので､荷重を全幅に作用させた場合の最大断面力を1とし,各

分布幅における最大断面力の比を表したものである｡

また図-7.9から判るように､面内問題と同様に最大断面力はプロセスゾーンの長

さに大きく影響される｡図-7.11にプロセスゾーン長さbと最大断面力の関係を示

す｡図-7.7と同様に､分布幅が最小(集中荷重作用)の c=0.1cmと最大(等分布

荷重が全幅に作用)の c= 2cmの2ケースについて､ bが0.5cmの場合の最大断面

力を1とし各∂値(0.1,0.2,0.3,0.4cm)における最大断面力の比を示したものであ

る｡ b=0.1cmの場合で最大値を示し,集中荷重の場合で9.39倍､全幅に作用した

場合で8.59倍を示している｡面内問題と比較し､面外外力作用時の方がプロセスゾ

ーンの長さの違いが最大断面力に与える影響が大きいことが判る｡

I?
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図-7.9 荷重分布幅と最大等価せん断力の関係
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図-7.10 集中荷重作用時の最大等価せん断力に対する

各荷重分布幅における最大等価せん断力の比率
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図-7.11プロセスゾーン長さと最大等価せん断力の関係
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7.4 面内･面外聞題における応力および断面力集中の比較検討

本節においては､ 7.2節､ 7.3節で求めた荷重分布幅およびプロセスゾーン長

さが最大応力または断面力に与える影響を基に､面内問題における応力集中と面外

聞題における断面力集中の定性的な違いを比較する｡

図-7.12 に荷重分布幅と最大応力または最大断面力の関係の面内･面外聞題の比

較を示す｡面内問題については､き裂全幅に等分布荷重が作用する場合の最大応力

を1として､荷重分布幅cを変化させた場合の各最大応力の比を､また面外聞題に

おいては､き裂中央に集中荷重が作用した場合の最大断面力を1としてcを変化さ

せた場合の最大断面力の比を示す｡図より荷重分布幅の違いが最大断面力に与える

影響は､面内と面外ではほぼ逆対称の傾向となる｡しかしながら､荷重分布幅が中

間の 〟2α=0.5の場合を比較すると,面内問題では最大断面力の値は最小値に近く､

面外問題では最大値に近い値となっている｡この事は面内問題ではき裂先端に荷重

が近い程最大応力に与える影響の度合いが大きい事を意味している｡7. 2節で示し

たように中央に作用した場合と比較しき裂先端部に作用した場合には､ ∂/α=0･1の

場合で1.83倍の最大応力が得られた｡

一方面外聞題では､分布幅の影響は面内問題より小さくc/2(Ⅰ=0.5の時で､最大断

面力の差は4%以下である｡この事は中央に集中荷重を作用させる時断面力集中が

最も大きくなるが､荷重分布幅がき裂の半分程度に広がっても最大断面力に与える

影響は面内問題よりも小さくなることを意味している｡
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Rmaxl :各分布幅ケースにおける最大等価せん断力Rmax (面外問題)

Rmax2 :集中荷重(c=0.2cm)作用時の最大等価せん断力Rmax
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図-7.12 荷重分布幅と最大断面力の面内･面外聞題の比較

112



第7章

次にプロセスゾーン長･さ∂が最大断面力に与える影響の面内と面外聞題の比較を

図-7.13 に示す｡図よりbが小さくなるにつれて面内･面外とも最大断面力は大き

くなるが､面外問題の方がその影響はより顕著である｡これは､面外聞題において

は断面力の反転現象が生じるため､ ∂が′トさくなればなるほど面内問題と比較し応

力の集中度合いが大きくなるものと考えられる｡
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さ 610
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鵜 4.0

ei
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--珍----一面外¢/2a=1.00

面内問題においてb
=

0.5cmの場合の最大応力

に対する他のb値における最大応力の比

β :面外問題においてb =0.5cmの場合の最大断面
力に対する他のb値における最大断面力の比

図-7.13 面内･面外聞題において∂が最大断面力に与える影響の比較

7.5 まとめ

本章では､分布荷重の作用幅およびプロセスゾーンの長さが面内および面外聞題

における最大応力度または断面力に与える影響を検討した｡以下に検討結果をまと

める｡

1)面内問題

き裂全幅に荷重を作用させる方がき裂中央に荷重を集中させるより最大応力は

大きくなる｡さらに､き裂先端に荷重を集中させることが最も応力を集中させ

ることになる｡つまりき裂を進展させるためには､き裂先端に強制開口させる

荷重を集中させることが効果的である｡特に塑性領域であるプロセスゾーンの

長さが小さいほど応力集中は大きくき裂は進展しやすくなるが､集中の度合い

は面外聞題よりは小さい｡

2)面外聞題

面内問題とは逆にき裂中央に荷重を集中させた場合の方がき裂全幅に荷重を作

用させる場合より大きな断面力集中が得られる｡しかしながら､荷重の分布が
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き裂中央を中心としている限り分布幅がき裂長さの半分程度に拡大しても､最

大断面力に与える影響は少ない｡本研究で採用したモデルでは､その差は4%

以下であった｡また面外聞題では､断面力に符号反転現象が生じるため､プロ

セスゾーン長さによる最大断面力に与える影響は面内問題と比較し3倍程度大

きくなる｡

本章で得られた結論は､既に発表されている応力拡大係数から得られる定性的な

結論4)と同じであるが､本研究で導いた関数は応力拡大係数と違い具体的な応力値

または断面力値を与えるものであって､具体的な特性値で比較可能な結果を提供す

るので､工学的に取り扱いが容易であり適用範囲が広いと思われる｡
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第8章 結論

8.1本研究の成果

本研究の成果は､き裂先端で有限な応力集中と開口変位を伴うプロセスゾーンを

構成する中川等の応力関数を基礎に､一様弾性体中のき裂開口部に強制開口外力が

作用する場合の解析解を系統化するとともに､き裂近傍における応力集中の特性を

明確化することが出来たことである｡面内問題においては､無限板､矩形板､半無

限板の直線状き裂開口部に外力を作用させる解および円孔周辺の放射状き裂の場合

には円孔周辺の応力あるいは変位を指定する各応力関数を導き､それぞれ数値計算

例により応力集中の特性と適用限界を示した｡次に無限板中の直線状き裂に対して

面外方向の強制開口カを作用させる問題の解を導き､数値計算例をFEM解析と比

較検討することにより､解の妥当性を検証した｡さらに､面内問題と面外聞題にお

ける応力集中の特性の違いを示すことが出来たことである｡また､室内実験および

現場実験の結果に適用することにより､解の有効性を検証し工学的な意味付けが出

来たことである｡特に中川等の一連の研究において課題となっていたプロセスゾー

ン長さの推定方法とき裂進展の予測に対して､具体的な成果が得られたと考える｡

本研究での具体的な成果を以下に述べる｡

(1)無限板､矩形板､自由辺を片側に有する半無限板等の直線状き裂の開口部に､

任意の分布幅を有する面内強制開口外力が作用する問題に対し､平滑化され

た応力集中を生じさせる応力関数および解析手法を導いた｡矩形板に対する

解の適用限界は､境界条件に対する閉じ合わせ誤差を5%以下とすると､矩

形板長さに対するき裂長さの比は20%程度以下にする必要があることを

示した｡また､自由辺を有する半無限板については,自由辺での境界条件は

完全に満足する結果は得られたが,自由辺がき裂に近づくと荷重強度にばら

っきが生じることと,外力が作用していないき裂開口部分において誤差応力

が生じることが判明した｡自由辺とき裂の距離がき裂半長さの1.6倍の時,

作用した荷重強度に対する誤差が5%となり,本研究で導いた自由辺を有す

る半無限板に対する解の適用限界と判断される｡

(2)無限板内の円孔周辺の放射状き裂において､円孔周辺で面内方向に内圧が作

用する場合の応力関数を導いた｡静的破砕剤や薬液注入時の膨張作用により

発生するき裂を想定した円周上でき裂が開いたモデルと､鉄筋の腐食膨張な

どを想定した円周上で円周方向の変位が0に拘束されたモデルについて数

値計算例を示すとともに､各パラメーターの変化による応力集中の特性を示

した｡き裂長さに対しプロセスゾーン長さの比が小さくなると応力集中が大

きくなることは既に報告されており､放射状き裂においても同様の結果が得

られた｡き裂本数ならびに円孔半径の変化は､放射状き裂特有のものである
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が､いずれも増加すると最大応力の低下が認められた｡き裂本数の増加によ

る最大応力の低下は､応力の開放､分散と考えられ､円孔半径の増加による

最大応力の低下は､割裂引張強度試験において報告されている寸法効果と考

えられる｡

(3)無限板中の直線状き裂に対して開口部に部分的に等分布する面外方向の外

力による強制開口問題の解を導いた｡数値計算例において,前田等の報告と

同様にき裂線に沿う断面力に符号反転現象が確認された｡せん断力の反転現

象の検証として,プロセスゾーン部分を面外方向のばねに置き換えたシェル

要素モデルを設定し､ FEM解析によるいくつかの計算例で比較検討を行っ

た｡その結果ばね常数をき裂先端からプロセスゾーン端部の完全弾性体部ま

で指数関数的に増加させたモデルにより､変位ならびに符号反転を含めた断

面力の値をほぼ一致させることができた｡このことは､古典理論に基づく薄

板の曲げの微分方程式を基本とした場合には､面外方向のせん断力の符号反

転現象は当然の帰結と結論付けられた｡

(4)直線状き裂に対する強制開口の面内問題と面外聞題における応力および断

面力集中の特性の違いを､分布荷重の作用幅およびプロセスゾーン長さの変

化に対して検討した｡その結果､面内問題においてはき裂先端に荷重を集中

させることがより大きな応力集中を発生させ､反対に面外問題においては開

口部中央に荷重を集中させることがより大きな断面力集中を発生させるこ

とが判った｡しかしながら､面内問題の荷重作用位置が最大応力に与える影

響と比較し､面外聞題における荷重分布幅の影響は小さく､開口部中心で分

布幅がき裂の半分程度まで広がっても集中荷重作用時に得られる最大断面

力の値と大きな差はないことがわかった｡プロセゾーン長さの影響は､面外

聞題では断面力の符号反転のため正負の大きな応力集中が生じることにな

り､最大断面力に与える影響は面内問題より大きくなることが判明した｡

(5)本研究で求めた関数の適用例として､矩形板の解析手法をモルタル供試体を

用いた孔内載荷試験結果に適用した｡試験の内容は､中央の円孔に内圧をか

け強制的にき裂を発生･進展させ､その時のき裂周辺のひずみをゲージによ

り観測することにより､き裂発生位置を確認したものである｡作用荷重とき

裂発生位置より逆推定したプロセスゾーン長さは,ばらつきがあるが約1cm

という結果が得られた｡実際には､プロセスゾーン長さも材料の物性や強度

も-定ではなくある幅を持って論じられべきものであるが､今回検討した読

験結果と計算値では開口変位量および測定点でのひずみ量は共に妥当性の

ある範囲であった｡このことは､ひずみゲージを利用したき裂進展実験と矩

形板に対する解析手法が､プロセスゾーンの長さの推定に有効であることを

示している｡また､本研究の応力関数は､応力拡大係数のような応力度に対

するパラメーターとしての扱いではなく､直接材料の破壊強度に相当する応

力度を与えることが出来るため､き裂の進展予測に容易に活用可能であるこ
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とを示し得た｡

(6)自由辺を有する半無限板の応力関数を､静的破砕剤工法による岩盤の板砕実

験に対して適用した｡実験は9個の円孔を持つモデルについて行われたため,

解析では応力関数を複数重ね合わせる手法を用い､大変形問題ではあるが実

験結果の開口変位量および自由面方向-の変位量と近似する値を求めるこ

とが出来た｡隣接するき裂のプロセスゾーン同士が相互に重なり合うという

仮定を用いることにより､本解析関数を塑性力学の分野である大変形問題ま

で適用可能であることを示した｡また､動的な岩盤破砕工法であるくさび貫

入工法が岩盤の動弾性係数を用いることにより変形性状を評価することが

出来たのに対して､静的破砕剤工法では静弾性係数を用いることが妥当であ

るということを確認することが出来た｡

8.2 今後の課題

本研究の主題であるき裂内部に外力が作用する応力関数は､実際の工学的な問題

-の適用範囲が広いと考えられる｡しかし､実際の問題の多くは有限の広がりを持

つ対象物であるため､無限板での応力関数を適用する場合には､その適用範囲を明

確にする必要がある｡線形弾性破壊力学の分野では､き裂先端の近傍においてのみ

線形弾性破壊力学は適用可能と表現されるが､本研究の応力関数は全領域を対象と

しているため､特にその必要性があると思われる｡本文での矩形板および半無限板

での試みもその一つと言える｡矩形板での閉じ合わせ誤差の結果は必ずしも満足の

いくものではなく,境界条件に対する誤差の縮小を目的に､今後は平滑な級数解を

重ね合わせる選点法や補正項などで対処する必要があろう｡

また､本研究での応力関数を含めた中川等が報告している一連の応力関数(以下

応力関数群と総称する)は､最大応力度を計算により求められるため､材料の破壊

応力度と直接比較しつつき裂進展の評価を与えることができる｡この点が応力拡大

係数やJ積分と異なり大きな特徴といえる｡もちろん応力関数群は､き裂先端に塑性

領域の存在を前提にしているのに対して､応力拡大係数がき裂先端では完全弾性体

としてのWestergaardの式を基本としているという基本的な違いはある｡しかし､応

力関数群は数学的にかなり難解であり､種々の境界条件や荷重条件に対する解を求

めることが煩雑である｡これに対して､応力拡大係数は既に様々なケースについて

発表され､実験結果との対応の報告もなされている｡したがって,本研究の応力関

数から得られる結果と従来の応力拡大係数の対応を研究することが､本研究の成果

をより汎用性の高いものにするものと思われる｡

コンクリートのようにき裂先端前方で形成される破壊進行領域が破壊靭性値に与

える影響が無視出来ない材料では､塑性領域としてのプロセスゾーンを取り入れた

本応力関数群の適用は意義のあるものと思われる｡現状においてはプロセスゾーン

を含めた破壊進行の評価に対して､有限要素法や境界要素法を活用したアプローチ
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が数多く研究されているが､引張軟化特性を表現するためバネ要素をどのように設

定するかという問題や要素分割数の制約等解析法特有の問題が､詳細な応力集中の

追求の支障になりがちである｡本応力関数群は､プロセスゾーンをマクロに開口変

位として表現し得る応力関数を与えるため､多くの実験結果が報告されているコン

クリートの引張軟化曲線と本応力関数で求めたプロセスゾーン内における応力一変

位曲線との対応を研究することにより､本応力関数群の工学的な意味付けをより明

確化することが可能になると思われる｡

次に､中川等の一連の研究において課題の一つにあげられているプロセスゾーン

長さ∂の推定であるが､き裂の進展を側方荷重により制御しながらひずみを測定し,

き裂先端位置を判定することからbを逆推定する方法は､かなり精度の良い結果が

得られたと考える｡しかし､材料の強度を含む物性値,き裂の進展方向など当然ば

らつきがあり､その結果得られたbにもばらつきが見られた｡破壊進行領域である

bの大きさはAE法やX線造影撮影などにより認められてはいるが､その物性も含

めた評価方法は現在破壊力学に携わる研究者の中心的な課題の一つである｡本応力

関数群を使って逆解析により求めたプロセスゾーン長さ∂は､第3章でのモルタル

では約1cm､第4章の静的破砕剤工法による岩盤破砕実験では5cm､栖原等1)による

くさび貫入工法による岩盤破砕実験では5.5cmという値が推定された｡また他の研究

によると､重み関数の関数形が異なるとき裂先端の応力集中の大きさや形状の滑ら

かさ等に相違が生じるが､エネルギー解放率(ノ積分)の視点から考察すると､重み

関数による相違は支配的なものではなくなることが判明している2)｡したがって､

本応力関数群を活用して､実験で計測される変形やひずみ量からプロセスゾーン長

さを逆推定することは極めて有効と考える｡また有限要素法による比較検討によっ

て､面外聞題の解はき裂先端からプロセスゾーン端部の完全弾性体までを強さが指

数関数的に増加するばねに置換することとほぼ同等との結果が得られたが､他の問

題についても同様の検討を行い系統化するとともにさらに実験等を積み重ね､プロ

セスゾーンの特性に対する本応力関数群が与える変位と応力の位置づけを明確化し

ていくことが今後の課題である｡
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